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第１章 立地適正化計画について 

１．策定の背景と目的 
近年、少子高齢化の進行により全国的に本格的な人口減少社会を迎えており、それに伴う税収の減

少、財政規模の縮小、生活利便施設や公共交通の縮小、地域コミュニティ機能の低下等が、人々の暮

らしに様々な影響を及ぼすことが懸念されています。 

本市においては、昭和 30（1955）年を人口のピークに都市圏への労働力の流出に伴い、早期か

ら人口減少社会に転じており、その結果、全国の地方都市を上回る速度で人口減少や少子高齢化が進

行し、全国的に生じている様々な問題が既に顕著に表れています。 

市街地においては、空き家、空き地の一層の増加や用途地域外における無秩序な開発等により、都

市活力の低下が懸念されるとともに、集落部においても高齢化、過疎化が進行しています。 

さらには、南海トラフ巨大地震の発生が危惧され、近年では、台風や集中豪雨等の自然災害が頻発・

激甚化するなど、防災まちづくりの観点から総合的な対策を講じることも急務となっています。 

このような状況のなか、国においては、集約型都市構造へ転換するコンパクトシティの形成及び地

域公共交通ネットワーク等の再編に向け、関連法（都市再生特別措置法、交通政策基本法等）の改正

を行い、県においても「大分県の都市計画の方針」及び「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」

の改定など社会経済情勢の変化を踏まえた取組が進められています。 

その中でも、コンパクト・プラス・ネットワークの一翼を担う「立地適正化計画」の創設は、本市

が今後も人口減少・少子高齢化が進行したとしても、将来にわたって安全・安心で快適に暮らし続け

られるまちづくりを推進する重要な施策として期待されます。 

この人口減少・少子高齢化によってもたらされる様々な問題に対応したまちづくりへの転換は、本

市が今後も生き残っていくための責務であり、これからの本市を担う次世代が安全・安心して快適に

暮らすことのできる持続可能なまちとなるよう、立地適正化計画を策定します。 
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２．計画の概要 

（１）立地適正化計画が目指す姿 
人口減少や少子高齢化などの社会情勢の変化に対応することなく、まちづくりを進めると、将来の

住民の生活に様々な悪影響が生じます。すでに本市においては引き起こされている状況にあり、それ

が続けば、更なる負のスパイラルを引き起こすことが予想されることから、これらの状況の改善に言

向け、抜本的な取組が必要です。 

本市では、立地適正化計画を活用し、住民生活を支える都市機能を維持可能な人口密度の維持や、

公共交通網の再構築、激甚災害への対応を進め、コンパクト・プラス・ネットワークによる都市構造

の形成を目指します。 

■コンパクト・プラス・ネットワークによる都市構造形成のイメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

負の
スパイラル

空家・空き地が
増加

公共交通サービスが
縮小・撤退

地域コミュニティが
希薄化生活サービス施設が減少

就業機会が減少

行政サービスが
非効率化

各地域の拠点周辺に生活サービス機能
（医療・福祉、商業等）や住居を
集約・誘導し、人口密度を維持

コンパクトシティと連動した
拠点間をつなぐ公共交通網
（バス、鉄道等）の再構築

住む場所、働く場所、
食べる場所、学ぶ場所

が近くにある

公共交通が便利で
利用しやすい

安心して快適に
暮らせるまちへ

近年は激甚化する
災害への対応も！

コンパクト ネットワーク 



3 

（２）立地適正化計画の記載内容 
立地適正化計画では、居住を誘導する「居住誘導区域」、都市機能を誘導する「都市機能誘導区域」

の２つの区域を設定し、居住を誘導するための施策や立地すべき都市機能増進施設及び都市機能誘

導施設の立地を誘導するための施策を定めます。 

また、居住誘導区域内においては、まちづくりにおける「防災・減災の主流化」に向け、災害リス

クの分析・課題抽出を通じた防災・減災対策を位置付ける防災指針を作成します。 

なお、居住誘導区域外での一定規模以上の住宅、都市機能誘導区域外での誘導施設の建築等を行う

際は、事前の届け出が必要になります。 

■立地適正化計画の記載内容 

項 目 記載事項 内  容 
立地適正化 

計画区域 

区域 都市計画区域全体とすることが基本 

基本的な方針 住宅および都市機能増進施設の立地の適正化に関する基本的な方針 

都市機能 

誘導区域 

区域 

都市機能増進施設の立地を誘導すべき区域 

◆医療、福祉、商業等の都市機能を都市の中心拠点や生活拠点に誘導し集

約することにより、これらの各種サービスの効率的な提供を図る区域 

講ずべき施策 
立地を誘導すべき都市機能増進施設（誘導施設）および当該誘導施設の立

地を誘導するために市町村が講ずべき施策に関する事項 

居住 

誘導区域 

区域 

都市の居住者の居住を誘導すべき区域 

◆人口減少の中にあっても一定エリアにおいて人口密度を維持すること

により、生活サービスやコミュニティが持続的に確保されるよう、居住を

誘導すべき区域 

講ずべき施策 
居住環境の向上、公共交通の確保、その他の当該居住誘導区域に都市の居

住者の居住を誘導するために市町村が講ずべき施策に関する事項 

防災指針 
まちづくりにおける「防災・減災の主流化」に向け、災害リスクの分析・

課題抽出を通じた防災・減災対策を位置付ける防災指針の作成 

■立地適正化計画のイメージ 

居住誘導区域 都市機能誘導区域 地域公共交通 

一定のエリアで人口密度を維持

し、日常生活サービス等が持続的

に確保されるよう居住の誘導を

図る区域 

公共施設等、維持・誘導する施設

を設定し、日常生活サービスの効

率的な提供を図る区域 

維持・充実を図る公共交通網を

設定 

（地域公共交通計画で位置づけ） 

【現状の市街地】             【立地適正化計画による将来】 
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３．計画の位置づけ 
「佐伯市立地適正化計画」は、都市計画マスタープランの一部とみなされ、最上位計画である「第

２次佐伯市総合計画」に即すると共に、関連計画と相互に連携を図りながら、実現に向けた取組を進

めます。 

■計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
４．計画の対象区域 

立地適正化計画は、都市計画区域を対象に定めることとされており、「佐伯市立地適正化計画」の

対象区域は、佐伯都市計画区域とします。 

■計画の対象区域 

 
 
 

 
 
 
 
 
  

佐伯都市計画区域 
＝立地適正化計画の対象区域 

第２次佐伯市総合計画 
（市政運営の最上位となる計画） 

佐
伯
計
画
区
域
の
整
備
︑
開
発
及
び
保
全
の
方
針 

︵
佐
伯
都
市
計
画
区
域
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
︶ 

︵
都
市
計
画
法
第
６
条
の
２
︶ 

即する 

即する 

即する 

第２次佐伯市都市計画マスタープラン 
（都市計画法第 18条の２） 

 
 

第
２
期 

佐
伯
市
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と

創
生
総
合
戦
略 

整合 
佐伯市立地適正化計画 

（都市再生特別措置法第 81条） 

相互連携 

＜関連する主な計画＞ 
●佐伯市地域公共交通計画   ●佐伯市国土強靭化地域計画 
●佐伯市地域防災計画    ●佐伯市市街地グランドデザイン 
●佐伯市公共施設等総合管理計画   ●佐伯市自転車活用推進計画    など 

※立地適正化計画は、都市計画マスタープランの一部とみなされる。 

（都市再生特別措置法第 82条） 
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５．目標年次 
「佐伯市立地適正化計画」の目標年次は、おおむね 20 年後の将来を展望した計画として、令和

25（2043）年とします。 

ただし、社会経済情勢の変化に応じて、おおむね５年ごとに評価・検証を実施し、必要に応じて見

直しを行うものとします。 

 

６．計画の策定体制 
計画の策定に当たっては防災、交通、商業などの多岐にわたる分野の関係者と協力して知恵を出し

合い、合意形成を進める観点から、庁内関係課で構成される「佐伯市都市計画マスタープラン及び立

地適正化計画策定委員会」や「佐伯市地域構想検討会議」を設置し、庁内意見を反映した計画を策定

します。 

くわえて、市民の意向を反映するため、市民アンケートや地区説明会、まちづくり懇談会、パブリ

ックコメントを実施するとともに、有識者や関係団体、市民代表等で構成される「佐伯市都市計画審

議会」や市議会議員で構成される「市議会」での報告を行うことにより、横断的かつ多様な関係者の

意見を反映した計画を策定します。 

■計画の策定体制 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

佐伯市 
都市計画審議会 

佐 伯 市 議 会 

佐伯市民 
●市民アンケート 
●地区説明会 
●大分県まちづくり懇談会 
●パブリックコメント 

情報 
発信 

意見 

諮問 

報告 

意見 

答申 

 

佐伯市 
地域構想検討会議 

(庁内関係課) 

報告 指示 

協議 
調整 

事務局 
(都市計画課) 

佐伯市 
都市計画マスタープラン及び 
立地適正化計画策定委員会 

市  長 

佐伯市 
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第２章 都市の現況と課題 

１．人口・世帯動向及び将来人口の予測  

人口・世帯数の推移 

●人口は一貫した減少傾向にあり、令和 27（2045）年にはピーク時の半数を下回る見込み、老年人口は

増加する一方で年少人口・生産年齢人口は減少、令和 27（2045）年には人口の約半数が老年人口にな

る見込み 

⇒深刻な人口減少、少子高齢化に伴う都市としての持続性の低下が懸念 

●人口集中地区は50年間で約２倍に増加する一方、人口密度は緩やかに低下し、市街地の低密度化が進行 

⇒更なる市街地の低密度化による生活利便性の低下、地域コミュニティの希薄化が懸念 

 
①年齢別人口・将来人口の推移 

人口は、一貫した減少傾向にあり、令和２（2020）年には、66,851 人と昭和 55（1980）年

の約７割まで減少しています。 

年齢別人口を見ると年少人口（15 歳未満）及び生産年齢人口（15 歳以上 65 歳未満）は、減少傾

向にあり、老年人口（65 歳以上）は増加傾向となっており、少子高齢化が進行しています。 

 

■総人口・世帯数・世帯当たり人員の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：国勢調査 
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5 
42 
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②世帯数 
世帯数は平成 12（2000）年以降、減少傾向に転じ、世帯当たり人員も減少傾向にあり、核家族

化の進行が伺えます。 

■世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

③地域別人口の推移 
地域別に人口の推移をみると佐伯地域が平成 27（2015）年で 45,044 人と本市の総人口の約６

割を占めています。弥生地域では概ね横ばいで推移していますが、他の地域では人口減少が進んでい

ます。特に佐伯地域及び弥生地域を除く全ての地域において、本市全体の人口減少率よりも高い減少

率となっており、昭和 60（1985）年と比べて約４～5 割減少しています。 

 

■地域別人口の推移 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：国勢調査  

28,134 29,764 29,855 30,434 31,206 30,678 30,511 29,574 28,716 
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7,307 7,165 7,041 7,079 7,234 7,182 7,158 6,853 
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（２）人口集中地区（ＤＩＤ）の推移 

人口集中地区（ＤＩＤ）の面積は、昭和 40（1965）年から令和２（2020）年までの 55 年間

で約２倍に拡大しています。一方で、人口集中地区内の人口密度は昭和 40（1965）年以降に低下

し、薄く広く市街地が拡大している状況が分かります。 

 

■人口集中地区の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：国勢調査 

（３）将来人口分布 

市全域における将来の総人口予測では全体的に人口規模は縮小し、低密度化が進行することが伺え

ます。令和 2（2020）年から令和 27（2045）年までの人口増減率は市全体で－37.5％となり、

旧佐伯市、弥生、本匠、直川地域以外では減少率が 50％を超え、人口の減少が顕著となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：小地域別将来人口 世帯予測ツール（国総研）を基に作成  

昭和 40（1965）年 

人口集中地区面積：380ha 

DID人口密度：53.7人/ha 

平成２（1990）年 

人口集中地区面積：760ha 

DID人口密度：35.7人/ha 

令和 2（2020）年 

人口集中地区面積：782ha 

DID人口密度：28.7人/ha 

  
R2 

(R2) 
R27 

(2045) 
増減率 

(旧)佐伯市 42,711 28,722 -32.8 

上浦 1,651 569 -65.5 

弥生 6,853 5,770 -15.8 

本匠 1,243 919 -26.1 

宇目 2,346 786 -66.5 

直川 2,006 1,058 -47.3 

鶴見 2,635 1,133 -57.0 

米水津 1,605 658 -59.0 

蒲江 5,801 2,202 -62.0 

佐伯市全体 66,851 41,816 -37.5 
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（４）将来人口の予測 

本市の将来人口は 5 年毎に約 5,000 人減少し続け、令和 27（2045）年には 41,738 人となる

ことが予測されています。 

年齢別の推移をみると老年人口の占める割合は令和 22（2040）年に生産年齢人口を上回り、令

和 27（2045）年には 47.4％まで上昇し、人口の半分近くが老年人口となる見込みとなっていま

す。階層別の人口は全ての階層で減少する見込みであり、著しく上昇する見込みの老年人口において

も総数は減少する見込みです。 

■将来人口の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：国勢調査(R2)､国立社会保障･人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口(平成 30(2018)年推計)』 

■100m メッシュ総人口密度（都市計画区域） 

（平成 27（2015）年）          （令和 27（2045）年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：小地域別将来人口 世帯予測ツール（国総研）を基に作成  
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２．土地利用・開発動向 
 
●用途地域内外を問わず、自然的土地利用から都市的土地利用への転換が行われ、市街地の拡散が進

行、用途地域内では、既成市街地のみならず鶴岡エリアでも新築が進行、用途白地地域では、佐伯

インターチェンジ周辺において新築、農地転用が進行 

⇒都市施設整備等のインフラ整備コストは増大し、財政規模が縮小していく中、市街地規模の維持

が困難になる恐れ 

●空家・空き地が増加、特に用途地域内においても空家・空き地が分布 

⇒空家・空き地等の増加により、用途地域内の生活環境への悪影響が懸念 

 

（１）土地利用 

②都市計画区域の土地利用の状況 
都市計画区域内の土地利用の変遷を見る

と、平成 17（2005）年から平成 27（2015）

年までにかけて、田や山林の割合が減少、反

対に住宅用地や道路用地の割合が増加して

おり、用途地域内でもその傾向が顕著に見ら

れます。 

用途地域内の土地利用の状況をみると番匠

川より北は住宅用地や工業用地、公益施設用

地、商業用地が多く、用途地域外の佐伯 IC 付

近にも住宅用地の集積が見られます。番匠川

より南は田の利用が多く見られ、川の周辺や

田の周りには住宅用地の集積が見られます。 

■都市計画区域の土地利用の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：H27 年度都市計画基礎調査、現行都市計画マスタープラン  

■土地利用現況 
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（２）新築状況 

本市の新築件数は、令和 4（2022）

年には用途地域内では 128 件、用途白

地地域では 31 件となっています。 

新築件数の推移を見ると平成 27

（2015）年より用地地域内は 120 件

～160 件程、用途白地地域では 20 件

～40 件程で、規則的な増加や減少の傾

向は見られません。 

新築箇所をみると市役所周辺の人口

密度が高いエリアだけではなく、郊外型

大型店の進出が目立つコスモタウン及

び佐伯インターチェンジ周辺に集積が

見られます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

■都市計画区域内の新築件数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：庁内資料  

■新築状況（平成 27（2015）年～令和 4（2022）年） 
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（３）開発許可の動向 

本市の開発許可は、平成 15（2003）年度から平成 26（2014）年度までにかけて、用途地域内よ

りも用途白地での開発面積が広く、用途白地地域の高速道路付近では住宅や工場の開発が行われています。 

 

■開発許可面積（平成 15（2003）年度～平成 26（2014）年度施行） 

 
 
 
 
 
 

資料：H27 年度都市計画基礎調査 

 

（４）農地転用状況 

本市の農地転用状況は、平成 26（2014）年以降、年間 40 件程度となっています。 

用途地域内外を比較すると平成 26（2014）年には用途地域外が用途地域内の転用面積と転用件

数を 2 倍程上回っていますが、平成 27（2015）年以降は用途地域内での農地転用件数が多くなっ

ています。 

 

■都市計画区域内の農地転用件数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：H27 年度都市計画基礎調査、庁内資料  
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（５）空き家・低未利用地の状況 

本市の住宅数は、平成 20（2008）年から平成 30（2018）年までの 10 年間でほぼ横ばいに推

移していますが、空き家率は年々増加傾向にあります。 

平成 30（2018）年の空家の内訳を見ると「その他の住宅」が全体の約 7 割を占め最も高く、次

いで「賃貸用の住宅」が約 3 割となっています。種類別の推移をみると「二次的住宅」以外は増加し

ています。 

また、低未利用地は都市計画区域内に点在しており、用途地域内は市役所周辺の人口密度が高いエ

リアにも発生しています。 

 

■住宅数・空き家数・空き家率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査 

■種類別空き家の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：住宅・土地統計調査 

  ※備考 
・空き家の「その他の住宅」とは、「賃貸用の住宅」「売却用の住宅」「二次的住宅」以外の住宅で、例え

ば、転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建替えなどのために取り壊すことに

なっている住宅のほか、空き家の区分の判断が困難な住宅などを含む。 
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３．公共交通の現状と動向 
 
●外出先の移動手段として公共交通はほとんど利用されていない状況、運行本数や行先に対する市

民の不満が高い 

 ⇒公共交通の維持・存続が困難となる恐れ 

●用途地域内の国道 217号周辺は公共交通利便地域、人口が集積する国道 217号東側の市街地は

公共交通不便地域及び公共交通空白地域が存在 

⇒公共交通不便地域及び公共交通空白地域における高齢者の移動利便性の低下や子育て世代に

おける子女送迎のための移動利便性の低下などが懸念 

 

（１）公共交通の利用状況及び公共交通のサービス水準 

①公共交通のサービス水準 
本市の公共交通はＪＲ九州の日豊本線が

市域を南北に通っており、バスは路線バスが

用途地域を中心に走っているほか、郊外部や

山間部では主にコミュニティバスやデマン

ドバスが運行しており、全体としては放射状

の路線配置となっています。 

運行本数は大手前～佐伯駅間が最も多く、

1 日の往復便数が 50 本を超えており、次い

で大手前～上岡駅付近までが 30 本以上と比

較的利便性が高い状況です。一方で用途地域

内でも路線バスの運行がないエリアや用途

地域外の広い範囲で、1 日の往復便数が 20

本以下となっています。 

 
 

 
 
 
 
 
 

資料：佐伯市 HP、運行会社 HP  

■公共交通のサービス水準（都市計画区域） 
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②公共交通の利用状況 
外出時の移動手段として、全ての公共交通手段について「ほとんど利用しない」が 90％前後を占

めています。特に、デマンドバスや航路、鉄道は 95％以上の方がほとんど利用していない状況にあ

ります。 

■アンケート結果による公共交通の利用状況（令和５（2023）年実施） 

 
資料：佐伯市地域公共交通計画 

 
 

③駅別鉄道乗降客数 
平成 27（2015）年度の本市内の年間駅別乗降客数は、佐伯駅が約 60 万人で突出しており、1 日

に換算すると 1,600 人以上が利用しています。ＪＲ日豊本線・佐伯駅を基準として、上り方面の駅

に当たる海崎、狩生、浅海井の利用者数は下り方面に位置する駅よりも多くなっています。 

 
■駅別乗降客数（平成 27（2015）年度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：平成 28 年版大分県統計年鑑 
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④バス利用者数 
コミュニティバス・デマンドタクシーの利用者数は、平成 29（2017）年までは年間 2～3 万人

弱でしたが、平成 30（2018）年に市内の路線バスを廃止してコミュニティバスに変更したことに

より利用者数も増加しており、令和 2（2020）年には年間約 5.8 万人が利用しています。 

 
■コミュニティバス・デマンドタクシー利用者数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：庁内資料 

⑤地域別の公共交通についての不満点 
居住地域別の公共交通についての不満点について、全体として「乗りたい時間にバスの運行がな

い。」、「運行本数が少ない。」が高くなっています。 

都市計画区域内の旧佐伯市においても、同様の傾向となっています。 

■アンケート結果による公共交通の利用状況（令和５（2023）年実施） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：佐伯市地域公共交通計画  
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（２）公共交通のサービス圏域、充足度・空白地帯の状況 

公共交通のサービス圏域、充足度・空白地帯の状況をみると用途地域内の国道 217 号周辺は公共

交通利便地域となる一方で、国道 217 号東側の市街地は人口が集積していますが、公共交通不便地

域及び公共交通空白地域となっています。 

■公共交通網と徒歩圏人口カバー状況（鉄道駅 800m圏・バス停 300m 圏）（都市計画区域） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※人口メッシュは 100m 単位を表示 

資料：佐伯市 HP、運行会社 HP  
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４．都市機能の現状 
 
●用途地域内には、商業・医療・福祉・子育てなどの生活利便施設が集積し、広範が利便性の高い

エリア、都市計画区域内では 7～9 割程度の人口をカバーするものの、各種都市機能のカバー圏

域における人口密度は低下する見込み 

⇒人口密度の低下により、多様な生活利便施設の維持・確保が困難になることが懸念 

●同種・同機能の公共施設が各地域に分布、公共施設の老朽化が進行 

⇒今後の更新、維持管理費用の増大の懸念 
 

（１）対象施設 

 
 項目 対象 出典 

1 福祉施設 高齢者福祉施設（通所系） 
厚生労働省 HP（介護サービス

情報公表システム） 

2 子育て支援施設 幼稚園、保育園、こども園 市 HP等 

3 商業施設 

専門スーパー、総合スーパー、ドラッグス

トア（生鮮三品取扱店）、コンビニエンスス

トア 

ｉタウンページ等 

4 医療施設 内科又は外科を有する病院及び診療所 九州厚生局 HP 

5 金融関連施設 銀行、信用金庫、郵便局、ＪＡ 
ｉタウンページ、JAバンク HP

等 

6 教育施設 小学校、中学校 市 HP等 

 
 
■（参考）徒歩圏人口カバー率の計算方法：各施設の徒歩圏内人口／市全体人口×100％ 

※徒歩圏人口カバー率の圏域設定の根拠 

・教育施設以外は、「都市構造の評価に関するハンドブック（国土交通省）」をもとに徒歩圏を「施

設を中心に８００ｍの範囲」に設定。 

・８００ｍの徒歩所要時間は１０分＝８００ｍ÷８０ｍ／分（速度は不動産の表示に関する公正競

争規約施行規則引用） 
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（２）都市機能の集積状況 

①福祉施設 
本市の都市計画区域内の福祉施設は、比較的広範囲に立地しています。 

令和２（2020）年の高齢者徒歩圏カバー率は 78.1％となっており、徒歩圏内の人口密度は 5.9

人/ha、将来的には 4.9 人/ha と微減する見込みとなっています。 

 

■福祉施設の徒歩圏高齢者人口カバー状況（800m 圏） 

高齢者福祉施設 
（通所系） 

徒歩圏人口カバー率 人口密度推移 
R2年 

（2020年） 
R2年 

（2020年） 
R27年 

（2045年） 増減 

78.1% 5.9 人/ha 4.9 人/ha -1.0  
 

■福祉施設の立地状況と徒歩圏老年人口（都市計画区域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※人口メッシュは 100m 単位を表示                       資料：厚生労働省 HP  
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②子育て支援施設 
本市の子育て支援施設は都市計画区域全体に立地していますが、都市計画区域内の人口密度の高い

エリアに集積が見られます。 

令和２（2020）年の徒歩圏人口カバー率は 83.8%で、徒歩圏内の人口密度は 16.5 人/ha とな

っていますが、将来的に 11.3 人/ha となり、人口の減少と共にカバー率も減少する見込みとなって

います。 

■子育て支援施設の徒歩圏人口カバー状況（800m 圏） 

子育て支援施設
（幼稚園、保育
園、こども園） 

徒歩圏人口カバー率 人口密度推移 
R2年 

（2020年） 
R2年 

（2020年） 
R27年 

（2045年） 増減 

83.8% 16.5 人/ha 11.3 人/ha -5.2  
 

■子育て支援施設の立地状況と徒歩圏人口（都市計画区域） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

※人口メッシュは 100m 単位を表示                          資料：市 HP 等  
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③商業施設 
本市の商業施設は都市計画区域内の人口密度の高いエリアに集積が見られ、用途地域内は地域全体

が徒歩圏内となっています。 

平成 27（2020）年の徒歩圏人口カバー率は 96.3％と他施設よりも高く、徒歩圏内の人口密度も

13.9 人/ha と比較的高くなっていますが、将来的には 9.7 人/ha と落ち込み、人口の減少とともに

カバー率も減少する見込みとなっています。 

■商業施設の徒歩圏人口カバー状況（800m 圏） 

商業施設（専用スーパ
ー、総合スーパー、ドラ
ッグストア（生鮮三品取
扱店）、コンビニエンス

ストア） 

徒歩圏人口カバー率 人口密度推移 
R2年 

（2020年） 
R2年 

（2020年） 
R27年 

（2045年） 増減 

96.3% 13.9 人/ha 9.7 人/ha -4.1  

 
■商業施設の立地状況と徒歩圏人口（都市計画区域） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

※人口メッシュは 100m 単位を表示                     資料：ｉタウンページ等  
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④医療施設 
本市の医療施設は、市役所周辺に最も集積しています。内科又は外科を有する病院に関しては、都

市計画区域内のみの立地となっています。 

令和２（2020）年の徒歩圏人口カバー率は 88.3％で、徒歩圏内の人口密度は 16.5 人/ha です

が、将来的に 11.5 人/ha となり、人口の減少とともにカバー率も減少する見込みとなっています。 

 

■医療施設の徒歩圏人口カバー状況（800m 圏） 

医療施設（内科又
は外科を有する病
院及び診療所） 

徒歩圏人口カバー率 人口密度推移 
R2年 

（2020年） 
R2年 

（2020年） 
R27年 

（2045年） 増減 

88.3% 16.5 人/ha 11.5 人/ha -5.0  
 

■医療施設の立地状況と徒歩圏人口（都市計画区域） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

※人口メッシュは 100m 単位を表示                       資料：九州厚生局 HP  
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⑤金融関連施設 
本市の都市計画内の金融機関は国道付近に立地が見られ、特に、市役所周辺に集積が見られます。 

令和２（2020）年の徒歩圏人口カバー率は 83.7％で、徒歩圏内の人口密度は 17.8 人/ha とな

っていますが、将来的に 12.3 人/ha まで減少する見込みとなっています。 

 

■金融機関施設の徒歩圏人口カバー状況（800m 圏） 

金融機関施設（銀
行、信用金庫、郵
便局、ＪＡ） 

徒歩圏人口カバー率 人口密度推移 
R2年 

（2020年） 
R2年 

（2020年） 
R27年 

（2045年） 増減 

83.7% 17.8 人/ha 12.3 人/ha -5.5  
 

■金融機関施設の立地状況と徒歩圏人口（都市計画区域） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

※人口メッシュは 100m 単位を表示              資料：ｉタウンページ、JA バンク HP 等  
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⑥教育施設 
本市の都市計画区域内の教育施設は小学校が６校、中学校が４校立地しています。 

 

■教育施設の立地状況（都市計画区域） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：市 HP 等 
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５．防災面から見た現状 
 
●市街地の広範囲において、洪水や津波、高潮浸水想定区域が指定 

●番匠川南岸の市街地内には家屋倒壊等氾濫想定区域が指定 

●市街地縁辺部や山間部の集落周辺に、土砂災害特別警戒区域等が指定 

⇒災害時における人命被害が懸念 

 

（１）主な災害履歴 

本市には一級河川の番匠川が流れており、九州屈指の清流としても知られていますが、台風や大雨

によって度々水害が発生しています。H29（2017）年に襲来した台風 18 号では、２観測所におい

て観測史上最高水位を記録し、全半壊等 10 件、床上浸水 230 棟、床下浸水 361 棟等の被害をも

たらしました。 

 

■番匠川の主な災害被害状況 

発生日 発生原因 

被害状況 

備考 
家屋  

全半壊等 床上浸水 床下浸水 田畑被害 

（戸） （戸） （戸） （ha） 

1943 年（昭和 18 年） 台風 26 号 255 1,573 4,926 5,588  

1964 年（昭和 39 年） 台風 20 号 12 86 457 565  

1993 年（平成 5 年） 台風 13 号 2 18 1,211 481  

1997 年（平成 9 年） 台風 19 号 - 163 387 465  

2004 年（平成 16 年） 台風 23 号 - 245 350 386  

2005 年（平成 17 年） 台風 14 号 - 103 301 290  

2017 年（平成 29 年） 台風 18 号 10 230 361 -  

資料：国土交通省 HP 

 
 

（２）災害ハザードエリアの指定状況 

本市の市街地は海や一級河川の番匠川に囲まれた平地に形成されており、洪水や津波、高潮浸水想

定区域が広く指定されています。 

土砂災害特別警戒区域等は市街地や集落を取り囲むように指定されており、山間部では広範囲に指

定されています。 
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■洪水浸水想定区域（L2）、家屋倒壊等氾濫区域  ■津波浸水想定区域の指定状況 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■高潮浸水想定区域の指定状況          ■土砂災害関連区域の指定状況 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：災害ハザードマップ 



27 

６．経済・財政・地価の現状 

（１）地価の推移 

本市の地価は減少傾向にあり、中心市街地の商業地では過去 10 年間で 1 万円以上減となり下落幅

が特に大きくなっています。令和２（2020）年の最も高い地価は、用途地域内の JR 日豊本線上岡

駅周辺の商業用地で約 52,800 円となっています。 
■県地価調査・地価公示の推移（都市計画区域） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：国土数値情報 

■県地価調査、地価公示の調査地点 
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（２）小売売上高、事業所数、従業員数等の推移 

①就業人口、産業大分類別の構成 
令和 2（2020）年の就業者数は 29,764 人で、産業別にみると第一次産業が 2,380 人（8.0％）、

第二次産業が 7,782 人（26.1％）、第三次産業が 19,204 人（64.5％）となっています。 

昭和 55（1980）年からの推移を見ると第三次産業の就業者数はほぼ横ばいですが、第一次産業、

第二次産業の就業者数は減少傾向となっています。 

 

■就業人口、産業大分類別人口の推移 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

資料：国勢調査 

 
②農林業 

本市の農林業経営体及び経営耕地面積、林野面積は、年々減少傾向となっています。経営体数につ

いては、平成 17（2005）年から令和２（2020）年までにかけて５割程度減少しています。 

 

■農林業経営体数の推移    ■経営耕地面積の推移      ■林野面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：佐伯市農業振興計画及び農林業センサス 
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③水産業 
令和 2（2020）年の海面漁業の漁獲量は 22,168 トン、漁獲額は 50 億円となっています。平成

3（1991）年以降、漁獲量が急激に減少しており、その要因としてそれまで大量に漁獲されていた

マイワシの資源量がこの時期から著しく減少したことが考えられています。 

令和 2（2020）年の養殖業の生産量は 18,455 トン、生産額は 217 億円となっており、生産量

ベースで県下の 78.4％を占めています。 

 

■漁獲量・漁獲額の推移（海面漁業）      ■漁獲量・漁獲額の推移（養殖業） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：第１次佐伯市水産業振興計画（原典：大分県農林水産統計年報、一部佐伯市推計） 

④工業 
本市の事業所数は平成 23（2011）年からほぼ横ばいで推移していますが、従業員数と製品出荷

額等については増減を繰り返し、平成 31（2019）年から令和 2（2020）年までは減少していま

すが、平成 23（2011）年と比べると増加傾向となっています。 

製品出荷額の内訳をみると輸送用機械器具製造業が出荷額の約 33％、食料品製造業が 24％とな

っており、第 2 次産業に分類される産業が目立ちます。 

 

■事業所数、従業者数、製造品出荷額等の推移    ■産業中分類別製造業の製造品出荷額の構成比 

（従業員 4 人以上の事業所） 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：工業統計調査、経済センサス 
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⑤商業 
卸売業年間販売額と小売業年間販売額を見ると平成 24（2012）年までは減少傾向でしたが、平

成 26（2014）年には回復を見せ、増加傾向となっています。 

卸売業従業者数、小売業従業者数については店舗数の減少とともに減少傾向となっており、卸売業

従業者数は平成 11（1999）年の 1,528 人と比べて平成 28（2016）年には約半数の 813 人と

なっていますが、小売業従業者数は平成 26（2014）年から増加傾向にあり、平成 28（2016）で

は 3,940 人となっています。 

 

■商店数、従業者数、年間販売額の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

1,360 1,528 1,504 1,492 1,144 826 871 813 872 

5,557 5,890 5,505 5,628 
5,439 

3,828 3,603 3,940 3,493 

208 239 231 242 202 156 170 157 
149 

1,407 1,354 1,180 1,122 1,035 
740 682 680 638 

5,781 

6,879 

5,160 
5,710 

4,482 

3,054 
3,652 4,250 3,843 

8,489 8,315 

7,296 7,620 7,246 

6,081 6,191 
6,737 

6,076 
6,917 7,418 

7,009 7,120 
6,583 

4,654 4,474 4,753 4,365 

1,615 1,593 1,411 1,364 1,237 
896 852 837 787 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

1997
(H9)

1999
(H11)

2002
(H14)

2004
(H16)

2007
(H19)

2012
(H24)

2014
(H26)

2016
(H28)

2021
（R3）

商
店
数
（
店
）

就
業
者
数
（
人
）
・
年
間
販
売
額
（
千
万
円
）

卸売業従業者数 小売業従業者数 卸売業商店数 小売業商店数

卸売業年間販売額 小売業年間販売額 従業者数計 商店数計

資料：商業統計調査、経済センサス 
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（３）歳出入状況 

本市の歳入額は、微増傾向となっています。歳入額が最も大きい項目は地方交付税ですが、年々減

少しており、地方債、国庫支出金、その他の特定財源が増加しています。また、依存財源の割合は微

減傾向となっており、5 年前の平成 26（2014）年と比べて 7.0％減となっています。 

歳出についても増加傾向となっており、投資的経費が 5 年前の平成 26（2014）年と比べて、約

40 億円増の 105 億円となっています。 

 

■歳入の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：佐伯市 HP 

■歳出の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：佐伯市 HP 
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第３章 立地適正化計画の課題 
１．現況及び将来見通しからのまちづくりの課題 

（１）人口の主な動向からみた課題 
【人口の主な動向】 

・市全域の人口は一貫した減少傾向にあり、市街地部となる旧佐伯市では 35 年間で約 12,000 人

（-21.9 ポイント）減少 

・老年人口は昭和 55（1980）年の 12,239 人から増加する一方、年少人口は７割弱減少、生産年

齢人口は約 5 割減少 

・旧町村部では弥生地域を除き人口が４～５割減少、高齢化の進行も顕著 

・市全域の人口は令和 27（2015）年には 41,738 人とピーク時の半数を下回る見込み、老年人口

割合は 47.4％まで上昇し、生産年齢人口割合は 43.0％、年少人口割合は 9.6％まで低下する見込

み 

・人口集中地区の面積は市街地の拡大に伴い昭和 40（1965）年の 380ha から令和 2（2020）

年にまでは 782ha と 50 年間で約２倍に増加、直近の平成 27（2015）年から令和 2（2020）

年までにかけて人口集中地区の面積は減少に転じる 

・人口集中地区の人口密度は、53.7 人/ha から 28.7 人/ha と緩やかに低下 
 
 

本市は戦後、旧海軍跡地などの臨海部に港湾整備が図られ、県下でいち早く工業都市として発展し、

それに伴い人口が増加してきました。しかし、昭和 48（1973）年のオイルショックの影響で経済

が低迷し、人口は一貫した減少傾向、高齢化率は一貫した上昇の一途をたどっています。本市の作業

を支える生産年齢人口は年齢の上昇により老年人口の増加の要因となり、近年では他市町への流出

など、生産年齢人口の減少による基幹産業の維持が困難となる恐れがあります。 

今後も人口減少、少子高齢化が非常に深刻となる見通しであり、これに伴う都市としての持続性の

低下が懸念されます。 

また、長年市街地の人口集中地区の面積が拡大を続け、近年では人口集中地区の面積自体が縮小し、

人口集中地区の人口密度は緩やかに低下していく傾向にあり、市街地の低密度化が進行しているこ

とが伺えます。 

今後も人口減少下のなか市街地が緩やかに拡大していく場合、更なる市街地の低密度化による生

活利便性の低下が懸念されます。 

また、各種災害危険性の高い市街地における地域コミュニティの希薄化により、自助・共助による

防災対策が困難となることが懸念されます。 
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（２）産業の主な動向から見た課題 
【産業の主な動向】 

・第一次産業及び第二次産業の就業者数、出荷額が減少傾向 

・第二次産業では輸送用機械器具製造業や食料品製造業が主な産業 

・都市計画区域外を中心に営まれている農家数は減少傾向にあり、人口減少・高齢化に伴い農地の減

少・荒廃の恐れ 

・都市計画区域内外で営まれている漁業経営体数は平成 5（1993）年の 1228 体から平成 30

（2018）年の 459 体まで６割以上減少、養殖業経営体数は平成 5（1993）年の 214 体から平

成 30（2018）年の 80 体まで６割以上減少 
 
 

本市は海や山林、里山がそろう自然豊かな地域であり、農林水産業が非常に盛んであるとともに、

豊かな自然を背景に早期から市街地の臨海部において、セメントや造船、水産加工、パルプ、合板な

どの企業立地が振興し、工業地を形成してきました。 

しかしながら、第一次産業や第二次産業の就業者数及び出荷額は大きく減少しています。今後も人

口減少、少子高齢化が進行する場合、産業の担い手不足、高齢化に伴う産業衰退が懸念されます。 

第三次産業の就業者数はほぼ横ばい傾向にあり、佐伯インターチェンジ周辺などの郊外部に大規

模集客施設が相次いで出店する一方で、中心部における商店街の廃業や休業などが目立っており、今

後も人口減少等の影響により、就業者数の減少が懸念されます。 

 

（３）土地利用、開発・新築の主な動向から見た課題 
【土地利用、開発・新築の主な動向】 

・用途地域外においても自然的土地利用から都市的土地利用への転換が進行し、市街地の拡散が進行 

・用途地域内では、既成市街地のみならず鶴岡エリアでも新築が進行 

・用途白地地域では、佐伯インターチェンジ周辺において新築、農地転用が進行 

・空き家・空き地が増加、特に用途地域内においても空き家・空き地が分布 
 

 

用途地域外においても佐伯インターチェンジ周辺を中心に建物の新築が進行し、自然的土地利用

から宅地や道路などの都市的土地利用の転換により、市街地が拡大傾向にあります。今後も拡大傾向

が続く場合、都市施設整備等のインフラ整備コストは増大し、財政規模が縮小していく中、市街地規

模の維持が困難になる恐れがあります。 

本市の空き家率は年々増加傾向にあり、空き家・空き地は、都市計画区域内の用途地域内において

も発生しています。今後も増加が予測される空き家・空き地により、用途地域内の生活環境への悪影

響や市街地密度の低下が懸念されます。 
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（４）都市機能の主な状況から見た課題 
【都市機能の主な状況】 

・用途地域内には商業・医療・福祉・子育てなどの生活利便施設が集積し、広範が利便性の高いエリア 

・都市計画区域内では 7～9 割程度が各種都市機能の徒歩圏内に居住しているが、人口減少とともに

各種都市機能徒歩圏における人口密度も低下し、各種都市機能の維持が困難となる恐れ 

・同種・同機能の公共施設が各地域に分布 

・公共施設の老朽化が進行し、今後の更新、維持管理費用は増大の見込み 
 
 

用途地域内は商業・医療・福祉・子育てなどの生活利便施設が集積しており、番匠川北岸の既成市

街地は概ね徒歩圏内をカバーできていますが、番匠川南側や県道佐伯弥生線沿道の谷あいの市街地、

ＪＲ海崎駅周辺の用途地域の一部は一部の都市機能が徒歩圏内にありません。 

市街地の低密度化や人口減少等が進行するなか、今後、多様な生活利便施設の維持・確保が困難に

なることが懸念されます。 

また、公共施設については平成 17（2005）年の市町村合併により、同種・同機能の施設が数多

く存在している状況にあります。整備後 50 年以上を経過するものもあり、今後更なる老朽化の進行

が懸念され、財政規模の縮小が予測される将来に向けて、効率的・効果的に将来負担を軽減している

ことが求められます。 

 

（５）公共交通の主な状況から見た課題 
【公共交通の主な状況】 

・本市全域では公共交通利便地域の居住者は２割に満たず、公共交通不便地域・空白地域が多く存在 

・都市計画区域内は鉄道、路線バス及びコミュニティバスが運行していますが、公共交通不便地域、

公共交通空白地域が一定程度存在 

・市民の８割以上が公共交通を利用しておらず、自動車に過度に依存したライフスタイル 
 

 

本市では既存の路線バスの維持や地域特性に応じたコミュニティバスの運行等により、住民の生

活交通手段の維持・確保に取り組んできましたが、以前として自動車に依存したライフスタイルであ

り、公共交通利用者は低迷するなど、厳しい経営状況が続いています。用途地域内の生活交通手段は

鉄道、路線バス、コミュニティバスがあり、国道 217 号沿道などは利便性が高い一方、人口が集積

する地区でも公共交通不便地域や公共交通空白地域といった公共交通のアクセス性が低い地域が存

在しています。 

今後、更なる人口減少・高齢化の進行が予測されており、公共交通の利用低迷が続き維持が困難に

なると、自家用車を持たない方の移動手段がなくなることが懸念されます。 
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（６）災害・防災の主な状況から見た課題 
【災害・防災の主な状況】 

・市街地の広範囲において、洪水や津波、高潮浸水想定区域が指定 

・特に、ＪＲ佐伯駅周辺は３ｍを超える津波が予測され、番匠川南岸の市街地はほぼ全域が３ｍを超

える洪水浸水想定区域に指定され、一部では家屋倒壊等氾濫想定区域が指定 

・津波対策としては、津波避難タワーの整備、防災高台の整備により、特定津波避難困難地域が解消 

・コスモタウンが位置する鶴岡地域においても、３ｍを超える洪水浸水想定区域が広範囲に指定 

・佐伯弥生線沿道や山際通り周辺、番匠川南岸の地域、ＪＲ海崎駅周辺市街地の縁辺部では、土砂災

害警戒区域が指定され、一部では土砂災害特別警戒区域も指定 
 

 

本市の既成市街地は佐伯湾沿いに位置し、市街地内には緩やかに蛇行する番匠川の河口部の平坦

地や埋立地に形成されており、市街地の広範囲において洪水や津波、高潮浸水想定区域が指定されて

います。番匠川南岸の市街地内には家屋倒壊等氾濫想定区域が指定されており、河川氾濫時の居住地

への危険性が非常に高くなっています。また、番匠川の支川については本川ほど防護水準が高くない

ため、津波の遡上による浸水被害も想定されており、河川洪水や津波浸水、高潮浸水災害時における

人命被害が懸念されます。 

市街地縁辺部には城山がそびえ、その山すそには歴史的な街並みが形成され、また、城山と臼坪山

の谷あいには県道佐伯弥生線沿道に住宅地が形成されており、一定の人口が集積していますが、土砂

災害警戒区域等が指定されており、災害時における人命被害が懸念されます。 
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２．佐伯市におけるまちづくりの方向 

（１）今後のまちづくりに必要な視点 
①市のまちづくりの方向 

【第２次佐伯市総合計画後期基本計画（令和５年３月策定）】 
本市では「第２次佐伯市総合計画」に基づき、「さいき７つの創生」を政策の柱とし、それらを推

進していく「佐伯人（さいきびと）」を育成しながら、佐伯版 SDGｓによる「さいきオーガニックシ

ティ」の実現に向けた取組を行うことで、まちの将来像である「地域が輝く「佐伯がいちばん」の人・

まちづくり」を進めています。 

 

第２次佐伯市総合計画後期基本計画 

基本政策 

さいき 7 つの創生 

1 豊かな自然環境と安全・安心な生活環境の創生【自然・生活環境】 

2 暮らしと産業を支える生活基盤の創生【生活基盤】 

3 健康で安心して暮らせる共生社会の創生【保健医療福祉】 

4 人が学び、人が活き、人が育つ教育の創生【教育文化】 

5 地域資源をいかした産業と観光の創生【産業振興】 

6 人が交流し、活力あふれるまちの創生【まちづくり】 

7 地域が輝くまちの創生【地域活性化】 

まちの将来像 地域が輝く「佐伯がいちばん」の人・まちづくり 

本市の総合計画における「オーガニック」の定義と概念図 

オーガニック（佐伯版 SDGs） 

将来にわたり持続可能なまちを創るため、「経済・社会・環境」の３つの側面に配慮し、その全てが

調和した取組をいう。 

さいきオーガニックシティ 

「オーガニック」をまちづくりの視点として、市民や企業、行政など地域社会を構成する多様な主体

がそれぞれの役割の下、相互連携を図りながら形成された、『人と自然が共生する持続可能なまち（循

環型共生社会）』をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民や企業、行政など
多様な主体が「経済・
社会・環境」の３つの
側面に配慮すること
で、人と自然が共生す
る持続可能な循環型共
生社会が実現され、
『地域が輝く「佐伯が
いちばん」の人・まち
づくり』につながりま
す。 
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【第２次佐伯市都市計画マスタープラン（令和５年 12月策定予定）】 
県が定める佐伯都市計画区域の整備、開発及び保全の方針や市の最上位計画である第 2 次佐伯市

総合計画といった上位計画に即する第二次佐伯市都市計画マスタープランでは、人口減少や少子高

齢化等が進行した場合においても、本市の自然や歴史、文化が築きあげた暮らしの個性が互いに影響

し合いながら、本市の暮らしの魅力であるゆったりとした暮らしを維持しながら、暮らし続けられる

まちづくりを推進することとしています。 

 

第二次佐伯市都市計画マスタープラン（策定中） 

将来都市像 地域が輝く「佐伯がいちばん」の人・まちづくり 

まちづくりの 

基本方針 

県南地域におけるにぎわいのある中核的拠点都市の形成 

地域活力が持続する地域生活拠点の形成 

暮らしと交流を支える交通体系の構築 

災害に強い安全・安心なまちの形成 

子どもから 高齢者までが安心して快適に暮らせるまちの形成 

番匠川をはじめ、海と緑豊かな山々に包まれるまちの形成 

歴史・文化を受け継ぎ、佐伯らしさをいかすまちの形成 

佐伯市が目指す将来都市構造 

本市の中心となる市街地地域の都市拠点と周辺部地域の生活利便を維持する地域生活拠点を設定し、

これらを公共交通ネットワークで結ぶ「コンパクト・プラス・ネットワーク」の都市構造を定めます。

これにより、市街地と周辺部の魅力や特徴を相互に享受しながら、市全体の魅力向上を目指すとともに、

将来にわたって各拠点とその周囲の暮らしやすさが維持されるまちづくりを推進します。 

■将来都市構造図（周辺部、市街地） 
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②関連計画におけるまちづくりの方向性 

【佐伯市地域公共交通計画（令和５年 10月策定予定）】 
コンパクト・プラス・ネットワークによる都市構造の形成に向けては佐伯市地域公共交通計画と本

立地適正化計画による拠点の形成と、この地域公共交通計画による公共交通ネットワークの形成の

両輪から取組む必要があります。 

 

佐伯市地域公共交通計画（策定中） 

基本的な方針 持続可能な交通体系の構築で、公共交通と市民の暮らしが寄り添い、つながり、「地域

が輝く「佐伯がいちばん」の人・まちづくり」へ 

佐伯市の公共交

通の目指す目標 

①幹線枝線が連携したネットワークの形成 ②都市部における交通利便性の向上 

③公共交通移動を後押しする利用促進   ④移動サービス相互の連携と持続性向上 

佐伯市で目指す地域公共交通の将来像 
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【第２期佐伯市まち・ひと・しごと創生総合戦略（令和２年３月策定）】 

（人口ビジョン） 
第２期佐伯市まち・ひと・しごと創生総合戦略では令和 27（2045）年における人口の展望を

49,181 人とし、人口減少対策を講じることによって国立社会保障・人口問題研究所の推計値

41,740 人から約 7,400 人増やすことを目指すこととしています。 

一方で、立地適正化計画における人口等の将来の見通しは計画内容に大きな影響を及ぼすことか

ら、国立社会保障・人口問題研究所が公表をしている将来推計人口の値を採用すべきとされており、

第２期佐伯市まち・ひと・しごと創生総合戦略における将来展望と本計画における予測通りの人口規

模となった場合においても持続可能なまちを実現することが求められます。 

ただし、本市においては令和２（2020）年国勢調査結果によると、国立社会保障・人口問題研究

所が公表をしている将来推計人口を上回る人口減少となっていることに留意が必要です。 

 

■社人研推計と人口展望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：第２次佐伯市まち・ひと・しごと創生総合戦略を一部改変 

（総合戦略） 
基本方針及び目標において「本市の仕事は、街・浦・里のそれぞれの地域特性が土台となって成立

しています。人口が減少しても、持続可能な地域を形成していくため、街・浦・里が支え合い、高め

合うまちづくりに取り組まなければなりません。（まちの創生）」としています。また、基幹産業とな

る農林水産業では「６次産業化の推進、担い手の育成及び経営体の強化を図り１次産業の成長産業化

を実現し、地域資源をいかした農林水産業の振興に取り組みます。」としています。 

基幹産業である農林水産業の活性化に向けては、都市計画区域内外の連携により取組む必要があ

ります。  

立地適正化計画における計画期間 

令和２年国勢調査結果 
本市の人口：66,968人 
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【佐伯市公共施設等総合管理計画（令和３年 12月改訂）】 
佐伯市公共施設等総合管理計画では公共建築物の予防保全による長寿命化に取り組んだとしても

直近５ヶ年の平均投資額（約 27 億円）の約 1.8 倍もの費用が毎年必要となる試算結果となってお

り、約 44％の公共建築物は更新できないことから、複合化、集約化、廃止等による縮減が必要とさ

れ、予防保全による長寿命化と今後の人口減少に応じた適正規模の見直しを前提に施設総量の適正

化目標は現状の約 44％縮減と設定することが望ましいとされています。 

それを踏まえ、基本方針としては「施設総量の適正化の推進」「長寿命化の推進と管理運営の効率

化」「まちづくりと連動した計画の推進」を掲げており、本計画と佐伯市公共施設等総合管理計画の

両輪で施設の適正配置等に取組むことが求められます。 

特に、立地適正化計画では、公共施設等の最適な配置を担保するための利用者の居住の誘導や民間

施設と公共施設のバランスを踏まえた適正配置としての拠点形成をいかに進めるかが求められます。 

 
■公共建築物更新費用推計グラフ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■公共建築物更新費用推計グラフ（長寿命化） 
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築31年以上50年未満の公共施設の大規模改修 直近５か年平均投資額(億円)
将来の公共建築物更新費用の水準

42年間の更新費用総額：2,566.8億円

直近5か年平均投資額：

27.0億円

年平均更新費用：

61.1億円
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公共建築物更新費用推計（長寿命化シミュレート分）

大規模改修 建替え
築36年以上55年までの公共施設の大規模改修 直近５か年の平均投資額(億円)
将来の更新費用の水準

42年間の更新費用総額：2,015.0億円

年平均更新費用：

48.0億円

直近5か年平均投資額：

27.0億円
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【佐伯市市街地グランドデザイン（令和２年３月策定）】 
本市の中心市街地を対象とし、令和 20（2038）年を目標年次とする計画であり、中心市街地を

城下町エリア・駅前・港エリア・まちなか暮らしエリアの３つのエリアにゾーニングし、各エリアの

今後の整備方針を取りまとめているため、本計画においても誘導区域の設定や誘導施設、誘導施策の

設定にあたっては佐伯市市街地グランドデザインと整合を図ることが求められます。 

 

■整備方針図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【佐伯市国土強靭化地域計画（令和２年３月策定）】 
佐伯市国土強靭化地域計画においてはいかなる災害等が発生しようとも、本市における「強さ」と

「しなやかさ」を持った安全・安心な国土・地域・経済社会の構築に向け、「①人命の保護が最大限

図られること」「②市政及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること」「③市民の財

産及び公共施設に係る被害の最小化」「④迅速な復旧復興」が基本目標に掲げられています。 
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（３）市民意向 
令和３（2021）年に実施した市民意向調査における住民の意向をからみたまちづくりの方向性を

整理します。 

 
【佐伯市全体の今後と都市づくりについて】 

・「働きやすいまち」「災害に強いまち」「医療体制が整ったまち」がいずれも４割超 

・次いで「福祉の行きとどいたまち」「交通の便が良いまち」「子育てしやすいまち」「にぎわいのある

まち」の順に高い 

 
住民の生活利便に関する方向性はいずれも求められていますが、特に、高齢化の進行や本市の第一

次産業、第二次産業の従業人口の減少、各種災害リスクが高い状況がみられることから、今後のまち

づくりの方向性として「働きやすいまち」「災害に強いまち」「医療体制が整ったまち」が望まれてい

ることが伺え、住民の意向を踏まえたまちづくり方策が求められます。 

 
 
【佐伯市の拠点となる場所とそのあり方について】 

・本市の中心拠点は、約半数が「鶴岡西町（コスモタウン）周辺」を選択し、次いで「大手前周辺」

「市役所周辺」 

・その理由は、「にぎわいや活気がある」「商業施設が充実している」が高い 

・地域の中心とすべき場所は、「スーパー周辺」「学校周辺」「振興局周辺」などが高い 

・車やバス等で行ける範囲で充実するべき都市機能は、「総合病院」が最も高く、次いで「洋服・家

具・家電等の専門店」「レジャー施設・娯楽施設」の順に高い 

・徒歩圏内に充実するべき都市機能は、「食料品・日用品店舗」が最も高く、次いで「医療・診療所」

「郵便局・銀行」「公園・広場」「飲食店」の順に高い 

 
すでに市街地を形成し商業をはじめとする都市機能の集積する「大手前周辺」「市役所周辺」、新た

な開発地の「鶴岡西町（コスモタウン）周辺」を中心となる拠点と捉えられており、都市計画マスタ

ープランにおいて、市街地一体を都市拠点と位置づけているなか、各エリアの特性に合わせた中心と

なる拠点の形成が求められます。 

また、充実とするべき都市機能は市全体としてあれば良い機能と日常生活圏となる徒歩圏内にお

いて充実するべき機能で回答結果が分かれていることから、各居住地においていずれも維持・確保す

べき機能が集積する拠点、市全体として確保すべき機能を誘導すべき拠点の差別化と補完関係の構

築も求められます。 
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【佐伯市の公共交通について】 

・公共交通を利用する方は、２割に満たず、利用頻度は、約半数が「年に数回・ごくまれに」「ここ一

年利用していない」となっている 

・利用促進に向けた取り組みは、「運行本数や運行時間の見直し」が最も高く、次いで「駅やバス停ま

での移動手段の確保」「公共交通の運行状況等に関する情報提供の充実」などが高い 

 

公共交通利用者は２割に満たず利用頻度も非常に低い回答結果となっていますが、今後の高齢化

の進行に伴う高齢者の交通利便性の確保や子女送迎のための子育て世代の交通利便性の確保に向け、

住民が望む公共交通利用促進に向けた取組を検討するなど、公共交通の利用促進に向けた取組が求

められます。 

 
 
【災害に強いまちづくりの現状のあり方について】 

・各種災害危険区域への認識は、いずれも「わからない」が一定割合あり、特に、土砂災害特別警戒

区域への認識では、約半数が「わからない」と回答 

・災害時に不安に感じることは、「災害後に電力、通信施設、上下水道、ガスなどが使用できるか不

安」「避難所での生活が不安」が突出して高い 

 

災害危険区域の認識はどの災害種別においても一定数が分からないと回答しており、円滑な自助

防災を促すため、各種災害危険区域の周知が求められます。また、災害時に不安を感じることとして、

「災害後に電力、通信施設、上下水道、ガスなどが使用できるか不安」「避難所での生活が不安」と

いった被害後の生活に関する不安が突出して高く、被災後の復旧・復興に向けた取組検討等が求めら

れます。 
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３．都市構造における課題 
現状及び将来見通しから見える課題、上位関連計画の方向性、市民意向から求められるまちづくりの方向性を踏まえ、本計画において取組むべき課題を整理します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【人口動向】 
●人口は昭和 55（1980）年以降減少傾向、令和 27（2045）年には昭和 55
（1980）年の半数を下回る見込み、老年人口は増加する一方で年少人口・
生産年齢人口は減少、令和 27年には人口の約半数が老年人口になる見込み 
⇒深刻な人口減少、少子高齢化に伴う都市としての持続性の低下が懸念 

●人口集中地区は 50年間で約２倍に増加する一方、人口密度は緩やかに低
下し、市街地の低密度化が進行 
⇒更なる市街地の低密度化による生活利便性の低下、地域コミュニティ
の希薄化が懸念 

【都市機能の状況】 
●用途地域内には商業・医療・福祉・子育てなどの生活利便施設が集積し、
広範が利便性の高いエリア、都市計画区域内では 7～9割程度が各種都市
機能の徒歩圏内に居住しているが、人口減少とともに各種都市機能徒歩圏
における人口密度も低下し、各種都市機能の維持が困難となる恐れ 
⇒多様な生活利便施設の維持・確保が困難になることが懸念 

●同種・同機能の公共施設が各地域に分布、公共施設の老朽化が進行 
⇒今後の更新、維持管理費用の増大の懸念 

●都市拠点内の各エリア特性に応じた骨格構造の形成 

●市街地における生活利便性の維持・誘導、利用者の確保 

現状及び将来見通しから見える課題 上位関連計画の方向性 

拠
点
性
強
化 

方向 本計画において取組むべき課題 

連
携
性
強
化 

【産業動向】 
●第一次産業及び第二次産業の就業者数、出荷額が減少傾向 
⇒産業の担い手不足に伴う産業衰退が懸念 

●第三次産業の就業者数はほぼ横ばい傾向で、佐伯インターチェンジ周辺な
どの郊外部に大規模集客施設が相次いで出店する一方で、中心部における
商店街の廃業や休業などが目立つ 
⇒今後も人口減少等の影響により、就業者数の減少が懸念 

●良好な職住近接の居住環境の形成 

【土地利用動向、開発・新築動向】 
●用途地域内外を問わず自然的土地利用から都市的土地利用への転換が行
われ、市街地の拡散が進行、用途白地地域では、佐伯インターチェンジ周
辺において新築、農地転用が進行 
⇒都市施設整備等のインフラ整備コストは増大し、財政規模が縮小して
いく中、市街地規模の維持が困難になる恐れ 

●空家・空き地が増加、特に用途地域内においても空家・空き地が分布 
⇒空家・空き地等の増加により、用途地域内の生活環境への悪影響が懸念 

●将来の市街地規模にあわせた都市基盤施設の整備 

主要な市民意向 

●市街地の人口密度の維持 

●地域コミュニティの維持 

●公共交通の利用促進を図るための利用者ニーズに合わせた公共

交通ネットワークの形成 

安
全
性
強
化 

【災害・防災の状況】 

●市街地の広範囲において洪水や津波、高潮浸水想定区域が指定 

●番匠川南岸の市街地内には家屋倒壊等氾濫想定区域が指定 

●市街地縁辺部や山間部の集落周辺に土砂災害特別警戒区域等が指定 

⇒災害時における人命被害が懸念 

●空き家や空き地、公共施設跡地の適正管理、有効活用 

●公共施設の適切な再編・長寿命化・維持管理 

●「佐伯市市街地グランドデザイン」
を策定し、城下町エリア、駅前・海
エリア、まちなか暮らしエリアの３
つのエリアの今後の都市機能の集
積、公共交通や歩行者ネットワーク
の方向性を明示 

●「佐伯市公共施設等総合管理計画」
を策定し、施設総量の適正化の推
進、長寿命化の推進と管理運営の効
率化、まちづくりと連動した計画の
推進の方向性を明示 

 

●今後の都市づくりについては、働きやすい
まちや医療体制が整ったまちなどが高い。 

⇒住民意向を踏まえたまちづくり方策が必要 
●生活環境に関する重要度は「買い物の便利
さや病院」「診療所などの利用しやすさ」
などが高い。 

●佐伯市の街の中心となる拠点は「鶴岡西町
（コスモタウン）周辺」「大手前周辺」「市
役所周辺」「ＪＲ佐伯駅・港周辺」の順に
高く、理由は「にぎわいや活気がある」
「商業施設が充実している」が高い。 

●街の中心となる拠点をさらに魅力的な場所
にするためには「商業機能の充実」「公共
交通の充実」「医療・福祉機能の充実」「歩
きたくなるまちなかの形成」などが高い。 

⇒各エリアの特性に合わせた中心となる拠点
の形成 

●車やバス等で行ける範囲で必要な都市機能
は「総合病院」「洋服・家具・家電等の専
門店」「食料品・日用品店舗」「レジャー施
設・娯楽施設」が高い。 

●徒歩圏で必要な都市機能は「食料品・日用
品店舗」「郵便局・銀行」「医療・診療所」
「公園・広場」が高い。 

⇒各居住地においていずれも維持・確保すべ
き機能が集積する拠点が必要 

⇒市全体として確保すべき機能を誘導すべき
拠点の差別化と補完関係の構築必要 

●生活環境に関する重要度は、災害に対する
安全性」などの項目が高い。 

●今後の都市づくりでは、災害に強いまちな
どが高い。 

●居住場所がハザードエリア内外かを認識し
ていない方が一定数みられる。 

⇒各種災害危険区域の周知が必要 
●被害後の生活に関する不安が高い。 
⇒被災後の復旧・復興に向けた取組検討等が必要 

●「佐伯市国土強靭化地域計画」を策定し、人命
の保護が最大限図られること、市政及び社会の
重要な機能が致命的な障害を受けず維持され
ること、市民の財政及び公共施設に係る被害の
最小化、迅速な復旧復興を基本目標としてい
る。 

●市街地の安全性確保が必要 

●居住地の災害危険性の周知 

●被災した場合の対策（事前復興の検討） 

●大分県南部地域公共交通網形成計画が策定さ
れ、広域移動を担う公共交通ネットワークの利
便性向上、変化する移動ニーズに対応した輸送
資源の最適化、利用者・事業者・自治体協働に
よる持続性の向上が目標に掲げられている。 

●公共交通を利用していない方は８割超。 
●公共交通に必要な取組は、「情報提供の充
実」や「駅・バス停までの移動手段の確
保」、「待合環境の充実」などが高い。 

⇒公共交通の利用促進に向けた取組が必要 

【交通の状況】 
●外出先の移動手段として公共交通はほとんど利用されていない状況、運行
本数や行先に対する市民の不満が高い 

 ⇒公共交通の維持・存続が困難となる恐れ 
●用途地域内の国道 217 号周辺は公共交通利便地域、人口が集積する国道

217号東側の市街地は公共交通不便地域及び公共交通空白地域が存在 
⇒高齢者の移動利便性の低下や子育て世代における子女送迎のための移動
利便性の低下などが懸念 
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第４章 まちづくりの方針 
１．立地適正化計画におけるまちづくりの方針（ターゲット） 

佐伯市都市計画マスタープランの将来都市像は『地域が輝く「佐伯がいちばん」の人・まちづくり」

としており、このうち、佐伯市立地適正化計画に関わりが深い基本方針として「基本方針①：県南地

域におけるにぎわいのある中核的拠点都市の形成」「基本方針③：暮らしと交流を支える交通体系の

構築」「基本方針④：災害に強い安全・安心なまちの形成」「基本方針⑤：子どもから高齢者までが安

心して快適に暮らせるまちの形成」が挙げられます。 

本市では佐伯市立地適正化計画を佐伯市都市計画マスタープランに位置づけられた基本方針を実

現するための手段として、市街地における拠点形成や交通体系の構築、安心して快適に暮らせる居住

環境の形成を図るとともに、津波や洪水、土砂災害など、様々な災害リスクに対応した安全性の強化

を図ることが重要です。 

そのため、佐伯市立地適正化計画では「拠点性の強化」「連携性の強化」「安全性の強化」の視点を

核とした健やかな暮らし環境の実現を図ります。 

 

【佐伯市都市計画マスタープランにおける将来都市像】 

地域が輝く「佐伯がいちばん」の人・まちづくり 

基本方針① 県南地域におけるにぎわいのある中核的拠点都市の形成 

基本方針② 地域活力が持続する地域生活拠点の形成 

基本方針③ 暮らしと交流を支える交通体系の構築 

基本方針④ 災害に強い安全・安心なまちの形成 

基本方針⑤ 子どもから高齢者までが安心して快適に暮らせるまちの形成 

基本方針⑥ 番匠川をはじめ、海と緑豊かな自然に包まれるまちの形成 

基本方針⑦ 歴史・文化を受け継ぎ、佐伯らしさをいかすまちの形成 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

立地適正化計画におけるまちづくりの方針（ターゲット） 

まちなかの広範囲に災害リスクを抱える本市では、積極的に防
災・減災・事前防災対策に取り組み、強靭な市街地の形成を目指
します。 

安全性の強化 

連携性の強化 
誘導区域内が公共交通機関や道路によるネットワークで結ばれた
コンパクト・プラス・ネットワークによる都市構造の形成を目指
します。 

拠点性の強化 
本市の市街地内の各エリアの特性に合わせた都市機能の集約化に
より、子育て世代や高齢者世代をはじめ、幅広い世代が暮らし続
けられるコンパクトな都市づくりを目指します。 

拠点性・連携性・安全性の強化による 

健やかな暮らし環境の実現 
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２．誘導方針（ストーリー） 
まちづくりの方針（ターゲット）に向けて、「拠点性の強化」「連携性の強化」「安全性の強化」の視

点から誘導方針（ストーリー）を設定します。 

 

「拠点性の強化」の視点 

誘導方針１ 拠点性の強化による便利な生活環境の形成 
●市街地の各エリアの特性を活かした都市機能誘導区域を配置し、都市機能の維持・集積、補完・

連携関係を構築することにより、各種サービスの効率的な提供と維持を図ります。 

●持ち家の建替やライフステージが変わるタイミングでの居住の誘導・集約により、一定の人口密

度を維持し、各種生活サービス施設等の都市機能の持続性の確保を図ります。 

●居住地としての魅力を高める道路、公園、下水道等の都市基盤の整備により、良好な居住地形成

を図ります。 

 

「連携性の強化」の視点 

誘導方針２ 連携性の強化による利用しやすい公共交通ネットワークの形成 
●都市機能誘導区域の相互間を結ぶ利用しやすい公共交通ネットワークの形成を図ります。 

●都市機能誘導区域の各地域のニーズや利用状況に応じたきめ細やかな見直しを通じて、公共交通

利用者の維持を図ります。 

●都市機能誘導区域間を結ぶ交通アクセスおよび防災の両面から重要な道路については、機能強化

を図ります。 

●市民が過度に自家用車に依存することなく生活できるよう、居住誘導区域内においては、快適に

外出できる歩行者・自転車ネットワークの形成を図ります。 

 

「安全性の強化」の視点 

誘導方針３ 安全性の強化による強靭な居住地の形成 
●積極的に防災・減災・事前防災対策を講じることにより、強靭な市街地形成を図ります。 

●災害リスクの高いエリアでは、安全な場所への居住の誘導を図るなど、居住の抑制を図ります。 

●地域や福祉施設等と連携しながら、防災意識の向上と避難体制の整備を図ります。 
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３．誘導方針の実現に向けた考え方 
誘導方針の実現化に向けて、利便性の高い生活環境を実現するための居住誘導区域や都市機能誘導

区域を設定し、それぞれの誘導施策を推進するとともに、利用しやすい交通ネットワークの形成に向

けた公共交通や道路の機能強化を推進します。さらには、強靱な居住地形成に向けて災害リスクの高

いエリアにおいて「防災指針」に対策を位置づけ、取組を推進します。 

これらにより、健やかな暮らし環境の実現を図る都市構造の形成を目指します。 

 

■誘導方針の実現に向けた考え方 

  
●居住誘導区域は将来にわたって人口密度を維持するために居

住を誘導する区域であることから、将来的な人口減少を踏ま

え、現在の市街地を基本に土地利用や生活利便性、災害等の

観点等を総合的に勘案して区域を設定します。 

●各種まちづくり計画と連携しながら、誘導施策を設定します。 

●都市機能誘導区域は商業、医療、福祉等の都市に必要な機能

を誘導する区域であることから、市街地ゾーン内の各エリア

の土地利用状況や都市機能の集積状況等の観点等を総合的に

勘案して区域を設定します。 

●各種まちづくり計画と連携しながら、誘導施策を設定します。 

●地域公共交通計画等の公共交通関連計画と連携し、多様な公

共交通手段をの組み合わせにより、都市機能誘導区域間の公

共交通ネットワークを強化します。 

●佐伯市自転車活用推進計画をはじめとする各種関連計画と

連携を図りながら、歩行者・自転車ネットワークの整備を推

進します。 

●公共交通の主要な路線と防災上の重要な路線を定め、交通イ

ンフラの整備を推進します。 

●本市が抱える災害リスクを踏まえ、災害リスクの高い場所に

おいて誘導区域内の総合的な防災対策として「防災指針」を

位置づけ、「佐伯市地域防災計画」や「佐伯市国土強靭化地域

計画」「佐伯市津波防災地域づくり推進計画」「番匠川水系流

域治水プロジェクト」等の各種関連計画と連携しながら、ハ

ードとソフトが一体となった防災対策や災害時に備えた復興

事前準備を検討します。 

拠
点
性
の
強
化 
連
携
性
の
強
化 

安
全
性
の
強
化 
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４．目指すべき都市（まち）の骨格構造 

（１）本計画における都市（まち）の骨格構造 
本計画における目指すべき都市の骨格構造は都市計画マスタープランに掲げる「コンパクト・プラ

ス・ネットワーク」の考え方に即し、都市機能を集約する拠点として都市計画区域内では JR 佐伯駅・

港周辺や大手前・市役所周辺、コスモタウンのある鶴岡西町周辺の３つの都市拠点を設定し、公共交

通によるネットワークを形成することとし、これらにより市街地全体の魅力向上を図ります。 

また、都市計画区域外においても旧町村の中心部において８つの地域生活拠点を設定し、市街地と

都市計画区域外の地域生活拠点を公共交通によるネットワークを形成することにより、本市全体での

コンパクトで公共交通や徒歩などにより生活サービスを享受できるまちづくりを推進します。 

 

■目指すべき都市（まち）の骨格構造（市全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■本市におけるコンパクト・プラス・ネットワークのイメージ 

本市の中心となる市街地地域の都市拠

点と周辺部地域の生活利便を維持する地

域生活拠点を設定し、これらを公共交通

ネットワークで結ぶ「コンパクト・プラ

ス・ネットワーク」の都市構造を定めます。

これにより、市街地と周辺部の魅力や特

徴を相互に享受しながら市全体の魅力向

上を目指すとともに、将来にわたって各

拠点とその周囲の暮らしやすさが維持さ

れるまちづくりを推進します。  
出典：第２次佐伯市都市計画マスタープラン 
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■目指すべき都市（まち）の骨格構造（都市計画区域内） 
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（２）拠点の形成方針 
本計画では都市拠点に対し都市機能誘導区域を設定し、各都市拠点の特性を踏まえつつ、高次の都

市機能や日常生活を支える都市機能の維持・誘導により、将来にわたり持続可能な拠点の維持・形成

を図ります。 

都市計画区域外の地域生活拠点においては現在の土地利用、居住環境、産業機能の保全を図るとと

もに、拠点内への各種機能の誘導を図り、地域活力やコミュニティの創出・維持に努めます。 

■拠点の場所・形成方針 

拠点の区分 場所 形成方針 

大手前・市役所 

周辺都市拠点 

大手前周辺 

仲町周辺 

市役所周辺 

山際通り周辺 

商業や行政機能等の都市機能が集積するとともに、歴史的な情緒が残る特性を

活かしながら、にぎわいや活力、魅力にあふれ、多様な市民の交流の場となる

拠点の形成を図ります。 

JR 佐伯駅・港 

周辺都市拠点 

JR 佐伯駅周辺 

佐伯港周辺 

商業や業務等の生活機能の誘導を図り、市の玄関口にふさわしい商業・業務地

区、かつ、観光・交流の拠点地区の形成を図ります。 

鶴岡西町 

周辺都市拠点 
鶴岡西町周辺 

佐伯インターチェンジが近接する西側の玄関口として、商業や子育て、医療、介護

福祉等の生活機能の維持・誘導を図り、にぎわいや活気のある拠点地区の形成を図

ります。 

地域生活拠点 
都市計画区域外

の地区の拠点 

地域の生活を支える拠点として地域の生活利便性を確保するための地域生活

拠点を設定し、現在の土地利用、居住環境、産業機能を保全します。 

地域防災拠点 
佐伯市総合 

運動公園周辺 
市全域を対象とした広域的な防災拠点の形成を図ります。 

 

（３）公共交通軸の形成方針 
都市計画区域内においてはＪＲ日豊本線及び国道 217 号バイパスを広域交通軸として位置づけ、

幹線的な路線バスを高頻度かつ幅広い時間帯での確保を図ります。また、各都市拠点での交通結節機

能の強化を図るとともに、都市拠点間の連携を促すネットワークの形成を図ります。 

市全域においては全市民の日常生活の利便性を高めるため地域間交通軸を位置づけ、鉄道、路線バ

ス、コミュニティバス、航路により、平日を中心として生活行動に必要な水準の確保を図ります。 

また、拠点周辺の各地域の交通利便性を確保するため地域内交通を位置づけ、中心市街地では周遊

交通を確保するとともに、その他の地域においてはデマンド型交通等により柔軟な移動サービスを必

要十分な水準で確保を図ります。 

■公共交通軸の区分、役割、形成方針 

軸の区分 役割 形成方針 

広域交通軸 市内外をまたぐ広域的な通勤通学など、

多目的での移動手段を確保 

幹線的な路線バスを高頻度かつ幅広い時間

帯で確保での確保を図ります。 

地域間交通軸 市内地域間や市外周辺地域を連絡し、通

学や買物・通院等の日常的な移動手段を

確保 

鉄道、路線バス、コミュニティバス、航路に

より、平日を中心として生活行動に必要な水

準の確保を図ります。 

地域内 

交通 

中心市街地 中心市街地の生活利便施設等の周遊時

の利便性を確保 

コミュニティバス、タクシー等により、高頻

度かつ柔軟なサービスの確保を図ります。 

中心市街地 

以外 

主に地域内の基礎的な生活行動を支え

る移動手段を確保 

デマンド型交通等により、柔軟な移動サービ

スを必要十分な水準で確保を図ります。 

その他の補完的サービス 

（スクールバス、福祉バス等） 

通学や通院等の特定の移動目的に対応し

た公共交通を補完する移動手段の確保 

公共交通を補完するサービスとして、必要に

応じて相互の連携を図ります。  
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第５章 居住誘導区域 
１．居住誘導区域とは 

「居住誘導区域」とは市全体の人口減少が進行する中においても一定のエリアにおいて居住を誘導

し、人口密度を維持することによって、持続的な生活サービスやコミュニティの確保を目指す区域で

す。 

本市における居住誘導区域の設定においては、居住誘導区域の設定の対象となる用途地域内におい

て、人口集積性・都市機能集積性・公共交通利便性・災害安全性が高いエリアや既に土地区画整理事

業施行区域、佐伯市市街地グランドデザインの重点エリアといった政策的に整備を進めているエリア

に対して居住誘導区域を設定し、誘導を図ります。 

 

２．居住誘導区域の設定方針 

（１）本市における居住誘導区域設定の考え方 
前提条件：用途地域内に区域を設定 

・用途地域内の区域において誘導区域を設定します。ただし、多様な都市機能の集積が望ましくな

い工業系用途地域（工業専用地域、工業地域・準工業地域）は除外します。 

 

設定方針１：人口が一定程度集積している区域を設定 
・居住誘導区域内の人口密度を維持するためには、すでに一定の人口集積が見られるエリアへの居

住の誘導が重要であることから、人口が集積する区域に居住誘導区域を設定します。 

 

 

設定方針２：都市機能が一定程度集積している区域を設定 
・居住誘導区域内の生活利便性の確保と効率的な都市機能の利用を促進するため、各種都市機能の

集積状況や用途地域等を踏まえ、居住誘導区域を設定します。 

 

 

設定方針３：歩いて移動しやすい区域を設定 
・都市機能誘導区域に徒歩や自転車、公共交通を利用して都市機能間を移動できる居住誘導区域と

するため、鉄道駅やバス停を中心とした徒歩圏に居住誘導区域を設定します。 

 

  

・令和２年国勢調査における人口集中地区（DID）に居住誘導区域を設定します。 

・既に多様な都市機能（商業機能、医療・福祉機能、子育て支援機能）の集積する場所からの徒歩

圏 500ｍが重なるエリアに居住誘導区域を設定します。 

・鉄道駅から徒歩圏 800mのエリアに居住誘導区域を設定します。 

・路線バス停留所から徒歩圏 300mのエリアに居住誘導に区域を設定します。 
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設定方針４：すでに基盤整備が行われているもしくは市街地グランドデザインの区域を設定 
・一定の基盤整備が進められている区域は、良好な居住環境が形成されているため土地区画整理事

業の区域を誘導区域設定の対象とします。また、中心市街地内の 20 年後を見越した将来像を示

した市街地グランドデザインのエリアは、政策的な整合を図るため誘導区域設定の対象とします。 

 

 

 

 

 

 

設定方針５：災害リスクを踏まえた区域を設定 
・居住誘導区域内の安全性を確保するために災害リスクを踏まえ、対策の実施によるリスクの低減

が可能なエリアに居住誘導区域を設定します。 

 

 

 

  

・既存ストックの観点から土地区画整理事業等のエリアに居住誘導区域を設定します。 

※設定方針１～３を満たさない場合であっても居住誘導区域の対象とする。 

・市街地グランドデザインの重点エリア（城下町エリア、駅前・港エリア）、まちなか暮らしエ

リアに居住誘導区域を設定します。 

・災害リスクの状況及び防災対策の可否を踏まえて居住誘導区域を設定します。 
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（２）居住誘導区域の設定の流れ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

居住誘導区域に含む区域② 

居住誘導区域に含む区域① 

【設定方針２】 

都市機能が一定程度集積

している区域 

 

 

【設定方針１】 

人口の集積が 

みられる区域 

 

 

【設定方針３】 

歩いて移動しやすい区域 

 

 

 

かつ かつ 

多様な都市機能の集積する 

場所からの徒歩圏 500ｍ 

人口集中地区内 

（DID） 

鉄道駅からの徒歩圏 800m 

バス停からの徒歩圏 300m 

または 

【設定方針４】 

すでに基盤整備が行われているもしくは市街地グランドデザインの区域 

 土地区画整理事業施行区域内／市街地グランドデザインの区域内 

除外 

居住誘導区域の指定を検討する区域 

 

 

 

 

居住誘導区域に含まない区域 

 

 

 

 

【前提条件】用途地域内に区域を設定（工業専用地域、工業地域・準工業地域を除く） 

居住誘導区域の基本となる区域（災害リスク除外前） 

検討 

【設定方針５-１】 

法に定められた居住誘導区域へ含まない 

こととすべき区域 

【設定方針５-２】 

居住誘導区域の指定を慎重に検討すべき区域 

 

居住誘導区域の基本となる区域（災害リスク除外後） 

居住誘導区域の設定 
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３．居住誘導区域の基本となる区域の設定 
 
前提条件 用途地域内に区域を設定（工業専用地域、工業地域・準工業地域を除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



55 

設定方針１ 人口の集積がみられる区域を設定（人口集中地区内（DID）） 
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設定方針２ 都市機能が一定程度集積している区域を設定 
（多様な都市機能の集積する場所からの徒歩圏 500ｍ） 
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設定方針３ 歩いて移動しやすい区域を設定 
（鉄道駅からの徒歩圏：800m内、バス停からの徒歩圏：300m） 
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設定方針４ すでに基盤整備が行われているもしくは市街地グランドデザインの区域 
（土地区画整理事業施行区域内／市街地グランドデザインの区域内） 
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居住誘導区域の基本となる区域（災害リスク除外前） 
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設定方針５ 災害リスクを踏まえた区域を設定 

設定方針５-１：法に定められた居住誘導区域へ含まないこととすべき区域 
次に示す区域は、都市再生特別措置法及び同法施行令により、居住誘導区域に含めないこととされ

ています。本市では災害危険区域のうち、条例により住居の用に供する建築物の建築が禁止されてい

る区域、土砂災害特別警戒区域、急傾斜地崩壊危険区域が該当しますが、本市においても法令に従い

居住誘導区域から除外します。 

■都市計画運用指針との対応及び本市における誘導区域の取り扱い 

区域 根拠法令 有
無 

誘導区域での取り扱い 

市街化調整区域 都市計画法第７条第１項 × 該当なし 
災害危険区域のうち、条例により住居の用に
供する建築物の建築が禁止されている区域 

建築基準法第 39条第１項、第２項 〇 含まない 

農用地区域 農業振興地域の整備に関する法律第８条第２項第１号 × 該当なし 

農地、採草放牧地の区域 農地法第５条第２項第１号ロ 
同法第 43条第１項の規定により同号ロに掲げる農地を含む。 

× 該当なし 

特別地域 自然公園法第 20条第１項 × 該当なし 

保安林の区域 森林法第 25条若しくは第 25条の２、同法第 30条若しくは第
30条の２ 

× 該当なし 

原生自然環境保全地域、特別地区 自然環境保全法第 14条第１項 × 該当なし 
保安林予定森林の区域、保安施設地区
又は保安施設地区に予定された地区 

森林法第 41条、同法第 30条 × 該当なし 

土砂災害特別警戒区域 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関す
る法律第 9条第１項 

〇 含まない 

地すべり等防止法の地すべり防止区域 地すべり等防止法第３条第１項 × 該当なし 
急傾斜地崩壊危険区域 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１項 〇 含まない 
浸水被害防止区域 特定都市河川浸水被害対策法第 56条第 1項 × 該当なし 

※「有無」は、用途地域内の状況を示す。 

 

設定方針５-２：居住誘導区域の指定を慎重に検討すべき区域 
次に示す区域は、都市計画運用指針 第 12 版（令和 5 年 7 月/国土交通省）の居住誘導区域の設

定において、災害リスク、警戒避難体制の整備状況、災害を防止し、又は軽減するための施設の整備

状況や整備見込み等を総合的に勘案して検討することとされています。 

本市の用途地域内においては土砂災害警戒区域（指定予定含む）、津波災害警戒区域の指定、浸水想

定区域（洪水、高潮）、津波浸水想定区域の想定がされており、これまでの防災・減災対策の実施状況

や防災指針に位置づける今後の防災・減災対策等を総合的に勘案して居住誘導区域を検討します。 

■都市計画運用指針との対応及び本市における誘導区域の取り扱い 

区域 根拠法令 有
無 

誘導区域での取り扱い 

土砂災害警戒区域 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関す
る法律第７条第１項 

〇 含む 

津波災害警戒区域 津波防災地域づくりに関する法律第 53条第１項 〇 含む 
浸水想定区域 水防法第 15条第１項４号 〇 含む 
都市洪水想定区域、都市浸水想定区域 特定都市河川浸水被害対策法第 32条第１項、同条第２項 × 該当なし 
基礎調査により判明した災害の発生のおそ
れのある区域 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関す
る法律第４条第１項 

〇 含む 

津波浸水想定における浸水の区域 津波防災地域づくりに関する法律第８条第１項 〇 含む 
その他の調査結果等により判明した災害の発生のおそれのある区域 〇 含む 

※「有無」は、用途地域内の状況を示す。 
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①土砂災害警戒区域 
土砂災害警戒区域は、急傾斜地の崩壊等が発生した場合に住民等の生命又は身体に危害が生じるお

それがあると認められる区域です。本市の用途地域内においては、城山の山裾や濃霞山、渡町台地区

等において指定されています。指定後は市町村にハザードマップの整備などが義務付けられますが、

建築等に関する規制はありません。 

また、２ｍ以上（角度 30 度以上）の崖地の周辺において住居等を建築する場合は大分県建築基準

法施行条例に基づく建築構造等とする必要があるため、結果として土砂災害警戒区域内においては土

砂災害に耐えうる構造等と認められる建築物等のみが許可されることになります。 

さらに、本市ではハザードマップ整備により避難場所、避難路、土砂災害に関する情報の伝達方法

等の周知を行っていることや、大分県と連携して急傾斜地崩壊対策事業を推進していること、近隣に

避難施設が整備されていること等の状況を踏まえ、後述する防災指針に更なる防災対策を位置づけて

推進することとして居住誘導区域に含めることとします。 

 

■参考：本市における土砂災害の周知状況（土砂災害ハザードマップ）  
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②津波災害警戒区域、津波浸水想定区域 
津波災害警戒区域は津波災害を防止するために警戒避難体制を特に整備すべき区域であり、指定に

あたり基準水位も公表されます。 

本市の用途地域内においては鶴岡西町地区を除く大部分において津波浸水想定区域が指定され、津

波浸水想定区域と同様の範囲において津波災害警戒区域が指定されていますが、建築や開発行為の規

制はありません。また、地域防災計画に位置づけられた社会福祉施設や学校、医療施設などにおいて

は、避難確保計画の作成、避難訓練の実施が義務付けられます。 

加えて、用途地域内では池船津波避難タワー、長島防災高台の整備等により、特定津波避難困難地

域が解消されていること等の状況を踏まえ、人命を守ることを最優先とした「佐伯市津波防災地域づ

くり推進計画」との連携に努めつつ、後述する防災指針に更なる防災対策を位置づけて推進すること

として、居住誘導区域に含めることとします。 

■参考：本市における津波対策について（佐伯市津波防災地域づくり推進計画） 

【津波防災地域づくりの基本方針】 
津波災害から命を守り、将来の世代へ繋げるまちづくり 

 方針 取組施策の方向性 
方針１ 【生命を守る】 

「逃げる」ことを想定したソフト対策を中心
とした取組みの推進 

①避難場所、避難所の確保 
②避難経路の確保 
③情報伝達の充実 
④自主防災組織の育成 
⑤要配慮者の避難対策 

方針２ 【被害を減らす】 
「地震・津波被害」を想定したハード対策を
中心とした取組みの推進 

①既存施設等を活かした津波防護ラインの確保 
②地震被害の軽減 

方針３ 【津波に備える】 
孤立地域対策や防災意識の醸成を図るための
取組の推進 

①自助、共助、公助での備蓄対策 
②防災意識の醸成 
③学校と地域の連携 
④孤立地域対策 
⑤地域防災拠点等の整備 

方針４ 【津波から復旧する】 
早期に救援・救助・復旧を図るための取組の
推進 

①道路啓開、災害廃棄物対策等 
②広域支援体制の整備 
③地域間連携 

方針５ 【津波から復興する】 
被災地域の早期復興及び生活再建のための取
組の推進 

①生活再建支援対策 
②事前復興対策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■津波防災地域づくり推進のために行う事業実施箇所図 

（津波浸水想定区域内における主な取組） 

・津波避難ビルの拡充 

・津波避難路の整備 

・津波避難施設原材料支給及び重機借上げ補助 

・海抜表示板設置 

・津波避難地案内標識設置 

・津波対策用市地区倉庫設置補助 
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③浸水想定区域（洪水） 
洪水浸水想定区域は、水防法第 14 条に基づき、洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保し、又は浸水

を防止することにより、水災による被害の軽減を図るため、当該河川が氾濫した場合に浸水が想定さ

れる区域と水深を表示するものです。洪水浸水想定区域には、計画規模（L1：年超過確率 1/100）

と想定最大規模（L2：年超過確率 1/1,000）があります。本市の用途地域内においては、海崎駅周

辺を除く大部分において洪水浸水想定区域が想定されています。 

本市では洪水浸水想定区域を公表し、「佐伯市地域防災計画」において洪水浸水想定区域ごとに洪

水予報等の伝達方法、避難場所及び避難経路、避難訓練の実施に関する事項等を記載するとともに、

これらについてハザードマップを作成し住民への周知を行っています。 

また、これまでの治水対策に加え、番匠川水系流域治水プロジェクトに基づき、国・県・市が一体

となって「流域治水」を計画的に推進しています。これらの状況を踏まえるとともに、洪水浸水想定

区域が降雨状況から事前の避難が可能であることを考慮し、後述する防災指針に更なる防災対策を位

置づけて推進することとして、居住誘導区域に含めることとします。 

■参考：本市における洪水対策（番匠川水系流域治水プロジェクト） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④洪水浸水想定区域（高潮） 

高潮浸水想定区域は台風等を起因として発生するもので、本市の用途地域内では鶴岡西町を除く大

部分において高潮浸水想定区域が想定されています。台風の進路や規模を事前に予測することが可能

であることから、高潮浸水想定区域は気象庁の高潮警報・高潮注意報等及び本市の避難勧告等をもと

に回避行動が比較的取りやすい災害です。また、最悪の事態を想定した我が国における既往最大規模

の台風を基本としてシミュレーションされており、発生確率が比較的低いことから後述する防災指針

に更なる防災対策を位置づけて推進することとして、居住誘導区域に含めることとします。  
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（居住誘導区域に含まない区域） 
居住誘導区域に含まない区域は、以下の通りです。居住誘導区域の基本となる区域から居住誘導区

域に含まないエリアを除外します。 
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居住誘導区域の基本となる区域（災害リスク除外後） 
設定方針１～５を踏まえ、抽出した居住誘導区域の基本となるエリアは、以下の通りです。以下の

エリアを基本として政策的に追加すべき区域等を考慮しつつ、地形地物等により居住誘導区域を設定

します。 
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４．居住誘導区域の設定 
居住誘導区域の設定方針に従って検討した「居住誘導区域の基本となる区域（災害リスク除外後）」

を参考としながら設定します。 

具体的な区域設定にあたっては、原則として、道路、鉄道、河川等の地形、地物等土地の範囲を明

示するのに適当なものおよび用途地域界により定めます。 

なお、居住誘導区域内に残存する災害リスク（洪水浸水想定区域（想定最大規模）、高潮浸水想定区

域、津波浸水想定区域、基礎調査により判明した災害の発生のおそれのある区域）は、「防災指針」に

おいて具体的な防災対策を定めます。 

 
■居住誘導区域 
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■居住誘導区域（詳細） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

●居住誘導区域面積：524.7ha 
●用途地域（1,167ha）に占める割合：45.0％ 
■人口・人口密度（令和２年） 

 面積 
(ha) 

人口(人) 
（R2） 

人口密度 
(人/ha) 

用途地域 1,167 30,854 26.4 

居住誘導区域 524.7 20,852 39.7 

 

■人口・人口密度（令和 27 年） 

 面積 
(ha) 

人口(人) 
（R27） 

人口密度 
(人/ha) 

用途地域 1,167 21,078 18.1 

居住誘導区域 524.7 14,254 27.2 

 
※計画期間は令和 25 年までだが、人口推計値が 5 年間隔で算出され

るため、令和 27 年時点の人口及び人口密度を記載 



68 

第６章 都市機能誘導区域 
１．都市機能誘導区域とは 

「都市機能誘導区域」とは介護・福祉、商業、医療、金融、教育・文化等の都市機能の集積により、

市全体の活力や市民の生活利便性を持続するために必要な中枢的な拠点を形成し、これらの各種サ

ービスの効率的な提供を図る区域です。 
本市における都市機能誘導区域の設定においては、居住誘導区域が設定される範囲を対象としま

す。都市機能誘導区域は都市の骨格構造に位置づけた３拠点内を対象とし、関連計画である「佐伯市

市街地グランドデザイン」の重点エリア（城下町、駅前港エリア）の区域設定を考慮して設定し、各

種都市機能を誘導することにより拠点形成を図ります。 
 

２．都市機能誘導区域の設定方針 

（１）立地適正化計画の手引きにおける望ましい区域像 
－各拠点地区の中心となる駅、バス停や公共施設から徒歩、自転車で容易に回遊することが可能で、

かつ、公共交通施設、都市機能施設、公共施設の配置、土地利用の実態等に照らし、地域として

の一体性を有している区域 

－主要駅や役場等が位置する中心拠点の周辺の区域に加え、合併前の旧市町村の役場が位置してい

たところなど従来から生活拠点となる都市機能が存在し中心拠点と交通網で結ばれた地域拠点

の周辺の区域 

（立地適正化計画の手引き/国土交通省） 
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（２）本市における都市機能誘導区域設定の考え方 

設定方針１：居住誘導区域内に都市機能誘導区域を設定 
〇居住誘導区域内の区域において誘導区域を設定します。 

 

 

 

設定方針２：都市の骨格構造に位置づけた拠点内に都市機能誘導区域を設定 
○既存ストックやインフラを有効に活用しながら都市機能の集積を図るため、都市計画マスタープ

ランにおける都市拠点内を基本に都市機能誘導区域を設定します。 

 

 

 

 

 

 

（３）都市機能誘導区域の設定の流れ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

都市機能誘導区域に含む区域 

 

 

 

 

【設定方針：２】 

都市の骨格構造に位置づけた拠点内に

都市機能誘導区域を設定 

 

 

【設定方針：１】 

居住誘導区域内に都市機能誘導区域を設定 

 

 
かつ （参考）居住誘導区域の設定方針 

・人口の集積がみられる区域に設定 

・都市機能が一定程度集積している区域に設定 

・歩いて移動しやすい区域に設定 

・すでに基盤整備が行われている区域に設定 

・災害リスクを踏まえた区域に設定 

都市計画マスタープランにおける都市拠点 

・大手前・市役所周辺都市拠点 

・JR佐伯駅・港周辺都市拠点 

・鶴岡西町周辺都市拠点 

都市機能誘導区域の設定 

・都市の骨格構造に位置づけた都市拠点内に区域を設定します。 

・拠点の範囲は、市街地グランドデザインや鶴岡西町地区における土地区画整理事業の範囲を参考

に設定します。 

 【大手前・市役所周辺都市拠点】 

市街地グランドデザインにおける重点エリア（城下町エリア）内＋市役所周辺に設定 

【JR佐伯駅・港周辺都市拠点】 

 市街地グランドデザインにおける重点エリア（駅前・港エリア）内に設定 

【鶴岡西町周辺都市拠点】 

 脇津留土地区画整理事業施行区域内に設定 

・人口密度、都市機能からの徒歩圏域、公共交通の鉄道駅、バス停からの徒歩圏域、土地区画整

理事業の区域、災害リスクを勘案して設定された居住誘導区域内に都市機能誘導区域を設定し

ます。 
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３．都市機能誘導区域の基本となる区域の設定 
 
設定方針１ 居住誘導区域内に都市機能誘導区域を設定 
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設定方針２ 都市の骨格構造に位置づけた拠点内に都市機能誘導区域を設定 

 
 
 
 
 
 
 

  

大手前・市役所周辺都市拠点 

JR佐伯駅・港周辺都市拠点 

鶴岡西町周辺都市拠点 
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４．都市機能誘導区域の設定 
都市機能誘導区域の設定の流れに従い、都市機能誘導区域を設定します。 

具体的な区域設定にあたっては、原則として、道路、鉄道、河川等の地形、地物等土地の範囲を明

示するのに適当なものおよび用途地域界により定めます。 

 

■都市機能誘導区域 
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■都市機能誘導区域（詳細） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

●都市機能誘導区域面積：116.5ha 

●用途地域（1,167ha）に占める割合：9.98％ 
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■都市機能誘導区域及び居住誘導区域の重ね図 
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５．誘導施設の設定 

（１）基本的な考え方 
「誘導施設」とは都市機能誘導区域ごとに立地を誘導すべき都市機能増進施設のことであり、それ

ぞれの都市機能誘導区域において現在不足している都市機能や今後とも維持が求められる機能等を

対象に設定するものです。 

なお、誘導施設は、居住者の共同の福祉や利便性の向上を図るため、次に示すなどの施設を定める

こととされています。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
■参考：地方中核都市クラスの拠点類型毎において想定される各種機能のイメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：国土交通省 立地適正化計画作成の手引き（令和 5年 3 月版） 

 

・病院・診療所等の医療施設、老人デイサービスセンター等の社会福祉施設、小規模多機能型居宅介護事業

所、地域包括支援センターその他の高齢化の中で必要性の高まる施設 

・子育て世代にとって居住場所を決める際の重要な要素となる幼稚園や保育所等の子育て支援施設、小学校

等の教育施設 

・集客力がありまちの賑わいを生み出す図書館、博物館等の文化施設や、スーパーマーケット等の商業施設 

・行政サービスの窓口機能を有する市役所支所等の行政施設 

出典：都市計画運用指針 第 12 版（令和 5 年 7 月/国土交通省） 
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（２）誘導施設の設定 
本市では、都市機能誘導区域ごとの特性を考慮した上で都市機能誘導区域において本来備えておく

べき機能として、次の通り誘導施設を設定します。 

 
■都市機能増進施設及び誘導施設 

区分 都市機能 設定の考え方 

都市機能誘導区域 

大手前・市

役所周辺 

JR 佐伯駅・

港周辺 

鶴岡西町 

周辺 

商業 

大規模集客施設 
大分県「大規模集客施設の立地誘導方

針」に基づく立地誘導を図る。 ○ ○ ○ 

大規模小売店舗 

（店舗面積 1,000 ㎡以上） 

日常生活を支え、地域の賑わいを創出

するために必要な施設として、各都市

拠点に維持・誘導を図る。 
〇 ● ● 

医療 

病院 

総合的な医療サービスを受けられる

施設であり、日常生活に必要な利便施

設として、維持・誘導を図る。 

○ － ● 

一般診療所（内科） 
日常生活に必要な利便施設として、各

都市拠点に維持・誘導を図る。 ● ● 〇 

福祉 

地域包括支援センター 
高齢者や障がい者の日常生活に必要

な利便施設として、各都市拠点に維

持・誘導を図る。 

● 〇 〇 

障がい福祉サービス施設 

（相談支援事業所） 
● 〇 〇 

子育て 
幼稚園・保育園・ 

認定こども園 

日常生活に必要な利便施設として、各

都市拠点に維持・誘導を図る。 
● 〇 〇 

金融 金融機関 
日常生活に必要な利便施設として、各

都市拠点に維持・誘導を図る。 ● ● 〇 

文化 

文化施設（ホール、地域交

流施設等）、図書館、博物館・

博物館相当施設 

市民や来訪者が訪れ、観光・文化の醸

成や生涯学習の拠点として、維持・誘

導を図る。 
● ○ ○ 

行政 

市役所 
市全域から市民が訪れる行政窓口と

して、維持する。 
● － － 

国・県の出先機関 
本市を代表する施設として機能を発

揮する上で適切な位置に配置するこ

とが望ましい施設として誘導を図る。 

○ － ○ 

その他行政施設（警察署、

消防署） 
○ － ● 

※●：誘導施設（既存施設あり） 〇：誘導施設（既存施設なし） 
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■誘導施設の定義 

区分 都市機能 定義 

商業 

大規模集客施設 

・劇場、映画館、演芸場若しくは観覧場又は店舗、飲食店、展示

場、遊技場、勝馬投票券発売所、場外車券場その他これらに類

する用途に供する建築物でその用途に供する部分（劇場、映画

館、演芸場又は観覧場の用途に供する部分にあっては、客席の

部分に限る。）の床面積の合計が 10,000 ㎡を超えるもの 

大規模小売店舗 

（店舗面積 1,000 ㎡以上） 

・大規模小売店舗立地法第 2 条第 2 項に規定する店舗で、店舗

面積が 1,000 ㎡以上のもの 

医療 
病院 

・医療法第１条の５に規定する病院（ただし、第二次救急医療機

関、第三次救急医療機関を除く） 

一般診療所（内科） 
・医療法第１条の５第２項に規定する「診療所」のうち、診療科

目に内科を有する施設 

福祉 地域包括支援センター ・介護保険法第 115 条の 46 第 1 項に規定する施設 

障がい福祉サービス施設

（相談支援事業所） 

・障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律第 5 条第１８項に規定する一般相談支援事業または特定

相談支援事業を行う施設 

・児童福祉法第６条の２の２第７項に規定する障害児相談支援

事業を行う施設 

子育て 

幼稚園・保育園・ 

認定こども園 

・学校教育法第 1 条に規定する幼稚園 

・児童福祉法第 7 条第 1 項に規定する保育園 

・就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に

関する法律第 2 条第 6 項に規定する認定こども園 

金融 

金融機関 

・銀行法第 4 条に基づく免許を受けて銀行業を営む銀行 

・信用金庫法第 4 条に基づく免許を受けて金庫の事業を行う信

用金庫 

・労働金庫法第６条に基づく免許を受けて事業を労働金庫 

文化 

文化施設（ホール、地域交

流施設等）、図書館 

・市民の福祉を増進する目的をもった音楽、演劇、舞踏、映画な

ど文化芸術事業のための設備を有する施設 

・図書館法第２条第１項に規定する図書館 

・市街地グランドデザインに基づき整備する交流施設 

行政 市役所 ・地方自治法第４条第１項の規定により条例で定められた施設 

国・県の出先機関 ・土木事務所、振興局、保健福祉総合センター 

その他行政施設 ・警察署、消防署 
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第７章 防災指針 

１．防災指針とは 

（１）防災指針の考え方 

防災指針は、コンパクトで安全なまちづくりを推進するため、災害リスクの高い地域に対して居住

誘導区域からの除外を推進するとともに、居住誘導区域に残存する災害リスクに対して計画的かつ着

実に必要な防災・減災対策に取り組むための指針です。 

 

（２）防災指針の検討の流れ 

「立地適正化計画作成の手引き」（国土交通省、令和３年 10 月）では防災指針の検討の流れは、以

下のとおりとなっています。 

■コンパクトで安全なまちづくりを推進するため、災害リスクの高い地域は新たな立地抑制を図る

ため居住誘導区域からの原則除外を徹底するとともに、居住誘導区域に残存する災害リスクに対

しては、立地適正化計画に防災指針を定め計画的かつ着実に必要な防災・減災対策に取組むこと

が必要です。 

■このため、防災指針の検討に当たっては、 

①立地適正化計画の対象とする地域の災害リスクの分析、災害リスクの高い地域の抽出 

②リスク分析を踏まえた居住誘導区域の設定や、既に設定している居住誘導区域の見直し 

③居住誘導区域における防災・減災対策の取組方針及び地区毎の課題に対応した対策の検討 

を行うことが必要です。 

■また、居住誘導区域外に現に生活している居住者の安全を確保するための取組も、避難路・避難

場所を整備する場合には居住誘導区域外の居住者の利用も考慮して位置・規模を検討するなど、

併せて検討することが必要です。 
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２．災害リスク分析 

（１）整理する災害ハザード情報 

本市の居住誘導区域に係る災害ハザード情報は、洪水、高潮、津波、土砂災害があります。都市計

画区域全域でみると大規模盛土造成地の情報もあります。居住誘導区域の災害リスクによる影響を把

握するため、以下の災害ハザード情報について整理します。 

■災害リスクの把握で用いるハザード情報 

項目 災害リスクの把握で用いる情報 備考 都市
機能 

居住
誘導 

都計
区域 

洪水 浸水想定区域（多段階） 1/10、1/30、1/50の降雨で
想定 
※居住誘導区域内に 1/10及
び 1/30の浸水想定なし 

〇 〇 〇 

浸水想定区域（計画規模） 洪水制御の計画の基本とな
る 1/100の降雨で想定 

〇 〇 〇 

浸水想定区域（想定最大規模） 想定最大規模の降雨で想定 〇 〇 〇 
家屋倒壊等氾濫想定区域 
（氾濫流、河岸浸食） 

 〇 〇 〇 

高潮 浸水想定区域（想定最大規模）  〇 〇 〇 
津波 津波浸水想定区域  〇 〇 〇 

津波災害警戒区域  〇 〇 〇 
土砂災害 土砂災害警戒区域  － 〇 〇 

土砂災害特別警戒区域  － － 〇 
大規模盛 
土造成地 

大規模盛土造成地の位置  － － 〇 

 

（２）災害リスク分析の区分 

分析にあたっては、災害想定ごとに前提となる発生確率により被害規模が異なることから「高頻度」

「中頻度」「計画規模」「想定最大規模」に分けて災害リスクの分析を実施します。 

なお、土砂災害については、降雨の発生確率に関わらず生じる恐れがあることから、すべての頻度

において想定浸水深との関係を示します。 

項目 災害リスクの把握で用いる情報 高頻度 中頻度 計画規模 想定最大規模 
洪水 浸水想定区域（多段階） 1/30 1/50 － － 

浸水想定区域（計画規模） － － 1/100 － 
浸水想定区域（想定最大規模） － － － 想定最大規模 
家屋倒壊等氾濫想定区域 
（氾濫流、河岸浸食） 

－ － － 想定最大規模 

高潮 浸水想定区域（想定最大規模） － － － 想定最大規模 
津波 津波浸水想定区域 － － － 想定最大規模 

津波災害警戒区域 － － － 想定最大規模 
土砂災害 土砂災害警戒区域 〇 〇 〇 〇 

土砂災害特別警戒区域 〇 〇 〇 〇 
大規模盛 
土造成地 

大規模盛土造成地の位置 － － － － 
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３．災害リスクのある地域の状況 

（１）災害リスクのある地域の抽出 

居住誘導区域内を中心に風水害、及び津波に関連する災害リスクのある地域を抽出し、都市情報と

の重ね合わせにより地域別に状況を把握します。 

 

■風水害に関連する最大ハザードエリア（高頻度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：災害ハザードマップ  

〇市街地中央部 
〈関連風水害リスク〉 
・土砂災害警戒区域等 

〇鶴岡地域 
〈関連風水害リスク〉 
・土砂災害警戒区域等 
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■風水害に関連する災害ハザードエリア（中頻度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：災害ハザードマップ  

〇市街地中央部 
〈関連風水害リスク〉 
・土砂災害警戒区域等 
・洪水浸水 

〇鶴岡地域 
〈関連風水害リスク〉 
・土砂災害警戒区域等 
・洪水浸水 
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■風水害に関連する災害ハザードエリア（計画規模） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：災害ハザードマップ 

  

〇市街地中央部 
〈関連風水害リスク〉 
・土砂災害警戒区域等 
・洪水浸水 

〇鶴岡地域 
〈関連風水害リスク〉 
・土砂災害警戒区域 
・洪水浸水 
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■風水害に関連する災害ハザードエリア（想定最大規模） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：災害ハザードマップ  

〇市街地中央部 
〈関連風水害リスク〉 
・土砂災害警戒区域等 
・洪水浸水 
・高潮浸水 

〇鶴岡地域 
〈関連風水害リスク〉 
・土砂災害警戒区域等 
・洪水浸水 
・家屋倒壊等氾濫想定区域 
・高潮浸水 
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■津波に関連する災害ハザードエリア（想定最大規模） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：災害ハザードマップ、大規模盛土造成地マップ  

〇市街地中央部 
〈関連地震・津波リスク〉 
・津波浸水 
・土砂災害警戒区域等 

〇鶴岡地域 
〈関連地震・津波リスク〉 
・津波浸水 
・土砂災害警戒区域等 
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４．防災上の課題の抽出 

（１）防災上の課題の抽出における災害リスクの考え方 

前述の災害リスクの状況、災害リスクのある地域別の状況を踏まえ、以下のエリアを対象として防

災上の課題を抽出します。 

 

災害等の種別 災害リスク情報 対象とする災害リスク 

洪水 浸水想定区域（計画規模） 年超過確率 10～100 年に 1 回程度の規模であるた

め、全ての浸水深を対象とします。 

浸水想定区域（想定最大規模） 全ての浸水深を対象としますが、年超過確率 1000

年に 1 回程度の規模であるため、平屋の立地状況へ

の該当については、垂直避難が困難になる 3m 以上

を対象とします。 

浸水想定区域（想定最大規模 

家屋倒壊等氾濫想定区域） 

氾濫流、河岸浸食の全てを対象とします。 

浸水想定区域 

（想定最大規模 浸水継続時

間） 

3 日以上孤立すると食料備蓄等の関係から健康障害

の発生や最悪の場合は生命の危機が生じる恐れがあ

ると考えられるため、浸水継続時間 72 時間を超え

るエリアを対象とします。 

津波 津波浸水想定区域 

津波災害警戒区域 

全てを対象とします。 

高潮 浸水想定区域 全てを対象とします。 

土砂災害 土砂災害警戒区域、 

土砂災害土砂災害特別警戒区

域 

全てを対象とします。 

大規模盛土 大規模盛土造成地 この造成地は危険な箇所を示しているわけではない

ため、都市機能の集積及び、避難支援・避難場所との

関係においてのみ対象とします。 

 

 

上記の対象とする災害リスク及び下表に該当する箇所を災害リスクの高いエリアとし、防災上の課

題として抽出します。 

A 居住地周辺に土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域が指定されている。 

B 都市機能等が集積するなど拠点性の高いエリアである。 

C 避難場所より離れている。（避難場所から 500m 圏外） 

D 要配慮者利用施設（医療施設、高齢者福祉施設）が立地している。 

E 垂直避難が困難な建物が集積している。（洪水、津波、高潮ハザードを対象） 

F 家屋倒壊のおそれがある建物が集積している。 
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（２）防災上の課題の抽出 

①市街地中央部 

１）高頻度 

■防災・課題上の課題（風水害） 

A 居住地周辺に土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域が指定されている。 

B 都市機能等が集積するなど拠点性の高いエリアである。 

C 避難場所より離れている。（避難場所から 500m 圏外） 

D 要配慮者利用施設（医療施設、高齢者福祉施設、子育て支援施設）が立地している。 

E 垂直避難が困難な建物が集積している。（洪水ハザードを対象） 

F 家屋倒壊のおそれがある建物が集積している。 

 
■災害リスクと都市情報の重ね合わせ図（風水害） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：災害ハザードマップ  

A 

A 
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１）中頻度 

■防災・課題上の課題（風水害） 

A 居住地周辺に土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域が指定されている。 

B 都市機能等が集積するなど拠点性の高いエリアである。 

C 避難場所より離れている。（避難場所から 500m 圏外） 

D 要配慮者利用施設（医療施設、高齢者福祉施設、子育て支援施設）が立地している。 

E 垂直避難が困難な建物が集積している。（洪水ハザードを対象） 

F 家屋倒壊のおそれがある建物が集積している。 

 
■災害リスクと都市情報の重ね合わせ図（風水害） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：災害ハザードマップ  

A 

A 
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３）計画規模 

■防災・課題上の課題（風水害） 

A 居住地周辺に土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域が指定されている。 

B 都市機能等が集積するなど拠点性の高いエリアである。 

C 避難場所より離れている。（避難場所から 500m 圏外） 

D 要配慮者利用施設（医療施設、高齢者福祉施設、子育て支援施設）が立地している。 

E 垂直避難が困難な建物が集積している。（洪水ハザードを対象） 

F 家屋倒壊のおそれがある建物が集積している。 

 
■災害リスクと都市情報の重ね合わせ図（風水害） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：災害ハザードマップ 

  

C 

A 

A 

B、D 

B 

D 
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４）想定最大規模 

■防災・課題上の課題（風水害） 

A 居住地周辺に土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域が指定されている。 

B 都市機能等が集積するなど拠点性の高いエリアである。 

C 避難場所より離れている。（避難場所から 500m 圏外） 

D 要配慮者利用施設（医療施設、高齢者福祉施設、子育て支援施設）が立地している。 

E 垂直避難が困難な建物が集積している。（洪水、高潮ハザードを対象） 

F 家屋倒壊のおそれがある建物が集積している。 

 

■災害リスクと都市情報の重ね合わせ図（風水害） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：災害ハザードマップ  

C 

A 

A 

B、D 

B 

D 
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■防災・課題上の課題（津波） 

A 居住地周辺に土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域が指定されている。 

B 都市機能等が集積するなど拠点性の高いエリアである。 

C 避難場所より離れている。（避難場所から 500m 圏外） 

D 要配慮者利用施設（医療施設、高齢者福祉施設、子育て支援施設）が立地している。 

E 垂直避難が困難な建物が集積している。（津波ハザードを対象） 

 

■災害リスクと都市情報の重ね合わせ図（地震・津波） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：災害ハザードマップ、大規模盛土造成地マップ  

B,D 

A 

A 
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②鶴岡地域 

１）高頻度 

■防災・課題上の課題（風水害） 

A 居住地周辺に土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域が指定されている。 

B 都市機能等が集積するなど拠点性の高いエリアである。 

C 避難場所より離れている。（避難場所から 500m 圏外） 

D 要配慮者利用施設（医療施設、高齢者福祉施設、子育て支援施設）が立地している。 

E 垂直避難が困難な建物が集積している。（洪水ハザードを対象） 

F 家屋倒壊のおそれがある建物が集積している。 

 
■災害リスクと都市情報の重ね合わせ図（風水害） 

 
資料：災害ハザードマップ  

A 
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２）中頻度 

■防災・課題上の課題（風水害） 

A 居住地周辺に土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域が指定されている。 

B 都市機能等が集積するなど拠点性の高いエリアである。 

C 避難場所より離れている。（避難場所から 500m 圏外） 

D 要配慮者利用施設（医療施設、高齢者福祉施設、子育て支援施設）が立地している。 

E 垂直避難が困難な建物が集積している。（洪水ハザードを対象） 

F 家屋倒壊のおそれがある建物が集積している。 

 
■災害リスクと都市情報の重ね合わせ図（風水害） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：災害ハザードマップ  

A,B 
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３）計画規模 

■防災・課題上の課題（風水害） 

A 居住地周辺に土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域が指定されている。 

B 都市機能等が集積するなど拠点性の高いエリアである。 

C 避難場所より離れている。（避難場所から 500m 圏外） 

D 要配慮者利用施設（医療施設、高齢者福祉施設、子育て支援施設）が立地している。 

E 垂直避難が困難な建物が集積している。（洪水ハザードを対象） 

F 家屋倒壊のおそれがある建物が集積している。 

 
■災害リスクと都市情報の重ね合わせ図（風水害） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：災害ハザードマップ 

  

A,B,D 

C,D 

A 

D 
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４）想定最大規模 

■防災・課題上の課題（風水害） 

A 居住地周辺に土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域が指定されている。 

B 都市機能等が集積するなど拠点性の高いエリアである。 

C 避難場所より離れている。（避難場所から 500m 圏外） 

D 要配慮者利用施設（医療施設、高齢者福祉施設、子育て支援施設）が立地している。 

E 垂直避難が困難な建物が集積している。（洪水、高潮ハザードを対象） 

F 家屋倒壊のおそれがある建物が集積している。 

 

■災害リスクと都市情報の重ね合わせ図（風水害） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：災害ハザードマップ 

  

A,B,D 

C,D 

A,E,F 

D 
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■防災・課題上の課題（津波） 

A 居住地周辺に土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域が指定されている。 

B 都市機能等が集積するなど拠点性の高いエリアである。 

C 避難場所より離れている。（避難場所から 500m 圏外） 

D 要配慮者利用施設（医療施設、高齢者福祉施設、子育て支援施設）が立地している。 

E 垂直避難が困難な建物が集積している。（津波ハザードを対象） 

 

■災害リスクと都市情報の重ね合わせ図（地震・津波） 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：災害ハザードマップ、大規模盛土造成地マップ 

  

D 

A 
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５．防災まちづくりの将来像及び取組み方針 

（１）防災まちづくりの将来像・基本方針 

防災・減災に向けた課題を踏まえ、第３章 まちづくりの方針の検討に示した「誘導方針３：安全

性の強化による強靭な居住地の形成」を将来像とします。 

 
 
 
 

（２）防災まちづくりの取組方針 

「４．防災上の課題の抽出」で整理した下記の課題を踏まえ、取組方針を定めます。 

A 居住地周辺に土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域が指定されている。 

B 都市機能等が集積するなど拠点性の高いエリアである。 

C 避難場所より離れている。（避難場所から 500m 圏外） 

D 要配慮者利用施設（医療施設、高齢者福祉施設）が立地している。 

E 垂直避難が困難な建物が集積している。（洪水、津波、高潮ハザードを対象） 

F 家屋倒壊のおそれがある建物が集積している。 

 

取組方針１：安全性を高める土地利用対策の推進 

災害リスクの残る地域では災害リスクを考慮した土地利用を図るとともに、建物被害の軽減や垂直

避難も考慮した建物の立地促進を図ります。また、限定的な土地利用の推進等に向けた土地利用規制

の見直しを検討します。 

取組方針２：都市及び建築物の防災構造の強化 

災害発生自体を抑制するため、河川、道路、下水道、地盤等の都市基盤の防災・減災対策に努めま

す。また、災害による被害の軽減を図るため、建築物の耐震化などの災害に強い建築物の立地促進を

図るとともに、大規模災害発生時に防災拠点や防災対策本部の拠点となる施設の整備を推進します。 

取組方針３：避難体制の充実 

災害発生時に安全な場所に円滑に避難ができるよう避難施設や避難路等の整備を推進するととも

に、要配慮者施設における避難確保計画を作成するなど、避難体制の充実に努めます。 

取組方針４：地域防災力の向上 

多様な災害リスクを有する本市ではハード整備によりすべての災害リスクを回避することが困難

であることから、日頃からの防災情報の発信や防災教育・意見交換等の防災意識の啓発活動などに努

めることにより、自助、共助、公助による地域防災力の向上を図ります。 

取組方針５：事前復興の推進 

被災後、早期に的確な復旧や復興に着手できるよう、復興まちづくりの実施方針について調査・検

討を行うなど「事前復興計画」及び「復興まちづくり計画」の策定を進めます。

【防災まちづくりの将来像（誘導方針３）】 

安全性の強化による強靭な居住地の形成 
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６．防災施策への展開 
防災・減災に向け、取組方針に基づき災害リスクの回避、低減に必要な具体的な取組について、国、県、市、民間事業者、市民により実施主体を区分し、ハード・ソフトの取組を計画的に推進します。 

取組の実施にあたっては、防災まちづくりの長期的な視点を持って短期（おおむね５年程度）、中期（おおむね１０年程度）、長期（おおむね２０年程度）に区分し、実施プログラムとして各取組のロードマップを定めます。 

取組 

方針 
種別 取組み 取組み内容 関連の強い課題 

実施主体 実施時期の目標 

国 県 市 民間 市民 短期 中期 長期 

安
全
性
を
高
め
る 

土
地
利
用
対
策
の
推

進 

回避 
災害リスクの残るエリアにおける土地利用

規制の検討 

災害リスクの残る地域においては、建物被害を軽減するため土地のかさ上げや居室床面の高さ

の制限の検討など、限定的な土地利用の推進等に向けた土地利用規制の見直しを検討する。 
A   ●      

低減 ２階以上の建築物の誘導 
災害リスクの残る地域において、浸水等による避難を円滑化するため垂直避難が可能な２階以

上建築物の誘導の検討する。 
C、E   ● ● ●    

都
市
及
び
建
築
物
の
防
災
構
造
の
強
化 

低減 防災拠点の整備 

大規模災害発生時、防災拠点となる「佐伯市総合運動公園」が有するヘリポートや多目的グラ

ウンド、野球場、給食センター、屋内練習場等の施設、及び災害対応に活用できる「道の駅」

の施設等について、改修や整備・維持管理を推進する。 

また、災害対策本部の拠点となる庁舎や、庁舎の代替となる建物についても改修や整備・維持

管理を行うとともに、調査・検討を推進する。 

全般   ●      

低減 建物の耐震化 
住宅・建築物の耐震診断を促進し、耐震化の一層の啓発を図る。また、学校施設における耐震

性のないブロック塀の改修・除去、耐震性貯水槽の設置等についても推進する。 
F   ●      

低減 水害対策を考慮した都市計画道路の見直し 都市計画道路の水害対策を考慮した計画の見直しを図る。 全般  ● ●      

低減 
海岸保全施設、港湾施設、漁港施設及び河

川管理施設等に係る施設の整備 
津波浸水想定区域において、海岸、港湾、漁港、河川等の津波対策施設の整備を行う。 全般  ● ●      

低減 避難経路等の整備 主要道路の整備、橋梁の耐震補強、避難路の整備を行う。 全般   ●      

低減 河川氾濫の防止対策 

土のう等資機材の配備、河川の維持管理や改修工事及び設計委託、河床掘削や流木等の除去、

河川や道路の状況を確認するウェブカメラの整備等を推進する。また、障害物が蓄積し、河川

の氾濫原因となりかねない老朽化した橋の撤去や架替等についても推進する。 

全般 ● ● ●      

低減 下水道等の排水施設の整備 床上、床下浸水の多い場所を重点的に、随時計画的に雨水幹線および枝線を整備する。 E   ●      

低減 急傾斜地等の崩壊対策 
土砂災害による家屋の被害、道路閉塞による孤立集落防止のため、住居付近、及び道路隣接地

の土砂対策及び倒木対策において、法面等の補強や崩壊防止対策を推進する。 
A  ●       

低減 雨水貯留施設の整備検討 
番匠川の氾濫時の浸水を低減するため、居住や鶴岡西町のコスモタウンの運営事業者との協力

により、住宅用地や商業施設用地等への雨水貯留施設の整備を検討する。 
B、D、E、F   ● ● ●    

避
難
体
制
の
充
実 

低減 津波避難地の拡充 
既存の津波避難地の点検・整理を行い、より安全に避難できる津波避難地の新規指定を実施す

る。 
E   ●      

低減 津波避難ビルの拡充 
公共施設への屋外階段設置等を図ることにより、津波避難ビルの新規指定を図るほか、民間施

設との協定により新規指定を図る。 
E   ●      

低減 避難誘導サインの充実 視認性や分かりやすさ等に配慮した避難誘導サインの整備・充実を図る。 全般   ●      

低減 要配慮者支援施設の避難確保計画の作成 対象施設に要配慮者支援施設の避難確保計画の作成を依頼する。 D ● ● ● ●     
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取組 

方針 
種別 取組み 取組み内容 関連の強い課題 

実施主体 実施時期の目標 

国 県 市 民間 市民 短期 中期 長期 

地
域
防
災
力
の
向
上 

低減 各種ハザードマップの作成 

中小河川における氾濫推定図、ハザードマップを作成する。また、各種ハザードマップを全戸

配布し、避難警戒体制の確保を図る地区避難計画の作成等にも活用し、それに基づいた避難訓

練の実施も推進する。 

全般  ● ●  ●    

低減 情報発信、発信情報の改善・強化 

防災情報ツール（さいき防災メールでの情報発信、防災・行政ラジオの無料貸し出し、防災カ

メラによる映像配信）による情報発信の改善・強化を行う。 

また、水位計、防災カメラの増設により、風水害の道路冠水等を CATV・市の HP でライブ映

像として情報発信を行う。 

全般 ● ● ●      

低減 防災教育・意見交換の実施・講師派遣 

小学校への出前講座を実施し、番匠川の環境や防災についての講義を実施するとともに、自治

会等に対し、訓練の実施をサポートする「訓練押しかけ支援隊」の派遣を行い、訓練の計画段

階から実戦、継続に向けた検討などを支援する。さらに、防災意識の醸成及び避難行動の向上

を目指したおおいた防災 VR の活用を促進する。 

全般 ● ● ●      

低減 自主防災組織の強化 
自主防災組織の結成を推進し、自主防災組織の育成・強化のため、地区に応じた防災計画の作

成を支援するほか、各種補助事業の充実を図る。 
全般   ●  ●    

低減 ３D 都市モデルの作成、活用 

都市空間を立体的に再現する 3D 都市モデルの作成を進め、市民参加による機動的な防災まち

づくりの実現に向け、防災・減災対策の検討や市民に分かりやすく災害リスクを周知する工夫

など、防災対策の高度化を図る。 

全般   ●      

事
前
復
興
の 

推
進 

低減 事前復興計画の策定 

大規模災害からの復興対策として、被災状況を想定した復興プロセス（初動・応急から復旧、

復興までの手順と対処等）や復興ビジョン（復興まちづくりの目標や方針等）等を事前に検討

し、被害の軽減や復興の期間短縮・復興の質の向上と適切化を図ることを目的に「事前復興計

画」及び「復興まちづくり計画」の策定を行う。 

全般   ●      

※実線：実線で示した期間内に取組むもの 

※破線：破円で示した期間中に継続的に取組むもの 
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■風水害に関する防災施策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  水害対策を考慮した 

都市計画道路の見直し 

短期 
【全域に係る防災施策】 
・災害リスクの高いエリアにおける土地利用規制の検討 
・２階以上の建築物の誘導 
・防災拠点の整備 
・建物の耐震化 
・河川氾濫の防止対策 
・要配慮者支援施設の避難確保計画の作成 
・各種ハザードマップの作成 
・情報発信、発信情報の改善・強化 
・防災教育・意見交換の実施・講師派遣 
・自主防災組織の強化 
・事前復興計画の作成 
・３D都市モデルの作成、活用 

急傾斜地の崩壊対策 
長期 

既存ダムの洪水調整機能の強化（区域外での実施） 
長期 

短期 

雨水貯留施設の整備検討 
短期 

長期 
長期 

長期 
長期 

長期 
長期 

短期 
短期 

長期 
短期 
短期 

短期 

下水道等の排水施設の整備 

地域防災拠点 
（佐伯市総合運動公園 
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■津波に関する防災施策 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

橋梁耐震補強（新常盤橋） 

橋梁耐震補強（塩屋橋） 橋梁耐震補強（中川橋） 

橋梁耐震補強（女島橋） 

橋梁耐震補強（眺め橋） 
女島津波避難タワー 
（既整備） 

津波避難人工高台 
（既整備） 

池船津波避難タワー 
（既整備） 

長期 

長期 長期 

長期 

番匠川・堅田川堤防液状化対策 
長期 

地域防災拠点 
（佐伯市総合運動公園 

【全域に係る防災施策】 
・災害リスクの高いエリアにおける土地利用規制の検討 
・２階以上の建築物の誘導 
・防災拠点の整備 
・建物の耐震化 
・海岸保全施設、港湾施設、漁港施設及び河川管理施設等に係
る施設の整備 

・避難路等の整備 
・津波避難地の拡充 
・津波避難ビルの拡充 
・避難誘導サインの充実 
・防災教育・意見交換の実施・講師派遣 
・自主防災組織の強化 
・３D都市モデルの作成、活用 
・事前復興計画の策定 
 

実施済 

実施済 

実施済 

長期 
長期 

長期 

長期 
長期 
長期 
短期 
短期 
短期 

長期 
短期 

短期 
短期 

実施済 

急傾斜地の崩壊対策 
長期 
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７．防災対策制度の整理 
本市の防災まちづくりを後押しする支援措置について整理し、今後活用の検討を進めます。 

（１）災害ハザードエリアから安全性の高いエリアへの移転に関する制度 

①居住誘導区域等権利設定等促進事業（防災移転支援計画の作成） 

災害ハザードエリアからの住宅又は施設の移転に対して、市町村が主体となって移転者等のコーデ

ィネートを行い、移転に関する具体的な計画を作成し、手続きの代行等を行う制度です。移転の際に

は、「防災集団移転促進事業」や「都市構造再編集中支援事業」、「がけ地近接等危険住宅移転事業」が

活用可能です。 

■居住誘導区域等権利設定等促進事業の概要 

作成主体 立地適正化計画を作成している市町村 

対象 災害ハザードエリアから居住誘導区域に住宅又は施設を移転する場合 

計画内容 

市町村が主体となって移転者等のコーディネートを行い、以下の事項を記載した計画を作成 

①移転者の氏名、住所     ②移転先の土地建物の内容（住所、面積、建物の構造等） 

③移転先の土地建物の権利者の氏名、住所  ④移転先に設定する所有権、賃借権等の種類 

⑤移転の時期、移転の対価、支払い方法 等 

法律の効果 
市町村が計画を公告することにより、計画に定めた所有権、賃借権等が設定又は移転 

また、計画に基づく権利設定を、市町村が一括で登記することが可能（不動産登記法の制度） 

支援措置 

・計画作成に当たって、固定資産税情報等の活用が可能 

・（税制）移転先として取得する土地建物に係る税制上の特例 

→【登録免許税】本則の１／２軽減 

＊所有権移転登記、地上権・賃借権設定登記 

【不動産取得税】課税標準から１／５控除 

 

②防災集団移転事業 

災害危険エリアにおいて、地域が一体となって居住に適当でない地域からの住居の集団的移転を促

進することを目的とした、住宅団地の整備、住居の移転、移転元地の買取等に対し事業費の一部を補

助する制度です。 

■防災集団移転事業の概要 

施行者 市町村、都道府県（市町村からの申出に基づく）、都市再生機構（自治体からの委託に基づく） 

移転元地 

（移転促進区域） 

自然災害が発生した地域又は災害のおそれのある区域（※） 

※害危険区域、浸水被害防止区域、地すべり防止区域、土砂災害特別警戒区域、急傾斜地崩壊

危険区域 

移転先 

（住宅団地） 

５戸以上（※）かつ移転しようとする住居の数の半数以上 

※ただし、以下の区域以外からの移転については１０戸以上 

浸水想定区域、地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域、火山災害警戒地域、土砂災害警

戒区域、浸水被害防止区域、津波災害警戒区域 

国庫補助 

（補助率①～⑥：

3/4、⑦：1/2） 

① 住宅団地の用地取得及び造成（分譲の場合は補助対象外） 

② 移転者の住宅建設・土地購入に対する補助（住宅ローンの利子相当額） 

③ 住宅団地に係る公共施設の整備 

④ 移転元地の土地の買取・建物の補償 

⑤ 農業機械等を保管する共同倉庫等の整備 

⑥ 移転者の住居の移転に対する補助 

⑦ 事業計画等の策定に必要な経費 （補助率１/２） 
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③都市構造再編集中支援事業 

病院・福祉施設等の都市機能誘導施設の自主的移転を促進するため、市町村や民間事業者等が行う

施設整備に対して支援を受けることが可能です。 

■都市構造再編集中支援事業の概要 

市町村等へ

の支援 

事業主体 市町村及び市町村都市再生協議会等 

対象事業 
都市再生整備計画に位置付けられた立地適正化計画の都市機能誘導区域内の誘導施設

（医療施設、社会福祉施設、教育文化施設、子育て支援施設）の整備 

国費率 

1/2 

・整備に要する費用（購入費を含む）の 1/2 を国からの支援額とする 

・誘導施設の整備の他、都市再生整備計画に位置付けられた居住誘導区域内の公共公益

施設の整備等についても国費率 45％（都市機能誘導区域内は国費率 1/2）で支援 

民間事業者

等への支援 

事業主体 民間事業者等 

対象事業 
都市再生整備計画に位置付けられた立地適正化計画の都市機能誘導区域内の誘導施設

（医療施設、社会福祉施設、教育文化施設、子育て支援施設）の整備 

国費率 

1/2 

・民間事業者等に対する市町村からの公的不動産活用支援等による額と補助基本額（補

助対象事業費の 2/3）の 1/2 のいずれか低い額を国からの支援額とする 

・災害ハザードエリアから都市機能誘導区域内に移転する場合、誘導施設整備に係る補

助対象事業費を 1.2 倍にかさ上げ 

 
④コンパクトシティ形成支援事業（居住機能の移転促進に向けた調査へ支援） 

立地適正化計画に記載された防災指針に即した居住誘導区域外の災害ハザードエリアから居住誘導区域内

への居住機能の移転促進に向けた調査・評価を支援する制度です。 

■居住機能の移転促進に向けた調査への支援の概要 

事業主体 地方公共団体 

補助率 １/２（上限額：500 万円） 

調査内容の具体例 ・地域・集落における移転の意向    ・望まれる移転先の場所 

・移転先に望まれる施設や機能     ・移転に必要な費用の試算（不動産鑑定等も可） 

・移転後の跡地の処理方法       ・必要な相談体制 

・移転先における居住体験と評価    ・移転計画のモデル的な実施 等 
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（２）居住誘導区域の安全性を高める制度 

①都市防災総合推進事業 

避難地・避難路等の公共施設整備や避難場所の整備、避難地・避難路周辺の建築物の不燃化、木造

老朽建築物の除却及び住民の防災に対する意識の向上等を推進し、防災上危険な市街地における地区

レベルの防災性の向上を図る取組の支援を受けることが可能です。 

■都市防災総合推進事業の概要 

事業メニュー 事業メニュ― 主な交付対象施設等 国費率 

①災害危険度判定調査 ・各種災害に対する危険度判定調査 １／３※１ 

②盛土による災害防止

のための調査 

・盛土等に伴う災害の発生の恐れがある区域の把握及

び既存の危険な盛土の把握のために必要な調査 

１／３ 

（R6 年度まで１／２） 

③住民等のまちづくり

活動支援 

・住民等に対する啓発活動 

・まちづくり協議会活動助成 

１／３※１ 

④事前復興まちづくり

計画策定支援 

・事前復興まちづくり計画策定 １／３ 

⑤地区公共施設等整備 ・地区公共施設（避難路、避難地(避難地に設置する防

災施設を含む)） 

用地１／３ 

工事１／２ 

※１※２ 

・地区緊急避難施設(指定緊急避難場所（津波避難タワ

ー等）、避難場所の機能強化（防災備蓄倉庫、非常用

発電施設、感染症対策に資する設備等）) 

用地１／３ 

工事１／２ 

※１※２ 

⑥都市防災不燃化促進 ・耐火建築物等の建築への助成 調査１／３ 

工事１／2※１ 

⑦木造老朽建築物除却

事業 

・密集市街地における木造老朽建築物の除却への助成 ※１ 

⑧被災地における復興

まちづくり総合支援

事業 

・復興まちづくり計画策定 

・地区公共施設、地区緊急避難施設 

１／２ 

・高質空間形成施設 

・復興まちづくり支援施設 

１／３※１ 

施行地区 ＜事業メニュー① ③～⑤＞ 

災害の危険性が高い区域（浸水想定区域、土砂/津波/火山災害警戒区域（地域）等）を含む市街地、 

大規模地震発生の可能性の高い地域※3、重点密集市街地を含む市、DID 地区 

＜事業メニュー⑥＞ 

大規模地震発生の可能性の高い地域※３、重点密集市街地を含む市、DID 地区、三大都市圏既成市街

地、政令市、道府県庁所在市 

＜事業メニュー⑦＞ 重点密集市街地 

＜事業メニュー⑧＞ 

激甚災害による被災地 等 

事前復興まちづくり計画に基づく事業を実施する市町村※４ 

※１：間接補助があるものについては、地方公共団体の補助に要する費用の 1／2 又は当該事業に要する費用の 1

／3 のいずれか低い額とする。ただし、⑥の工事費については事業費の１／２ 

※２：南海トラフ特措法又は日本海溝・千島海溝特措法に基づく津波避難対策緊急事業計画に位置付けられ、一定

の要件を満たす避難場所、避難路の整備については国費率 2／3 

※３：地震防災対策強化地域、南海トラフ地震防災対策推進地域、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推

進地域 

※４：地域防災計画や市町村マスタープラン等の上位計画に記述された事前復興の取組内容を踏まえた事前復興ま

ちづくり計画を策定しており、当該計画に基づく事業を実施する市町村  
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第８章 誘導施策 
１．誘導施策の基本的な考え方 

人口減少下における本市の今後の都市づくりにおいては、居住誘導区域や都市機能誘導区域への居

住や都市機能の誘導を緩やかに進めていくことが重要です。 

本市では、人口減少下においても暮らし続けられる市街地の形成に向けて、市街地内でも生活利便

性や交通利便性が高い場所に対して居住誘導区域を設定し、上位関連計画に基づく取組みと連携しな

がら居住誘導区域内における居住の誘導施策を展開します。 

また、居住誘導区域内の都市計画上重要な場所となる拠点に対して都市機能誘導区域を設定し、上

位関連計画に基づく取組みと連携しながら高次都市機能や市民の日常生活に必要な施設を維持・誘導

する対策として施策を展開します。 

居住誘導区域外においては、居住や都市機能の各誘導区域内への誘導を図るための施策や土地利用

規制の強化等を検討します。 

また、これらの取組みと合わせて佐伯市地域公共交通計画に基づく取組みと連携しした持続可能な

市街地形成を図ります。 
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２．居住誘導区域内に居住を誘導するために講ずる施策 
居住誘導区域では、将来においても維持し続けられる市街地として区域内での住宅開発の誘導を促

進し、人口密度の維持を図るため、以下のような施策に取組みます。 

 

（１）都市基盤の整備等による良好な居住環境の形成 
・良好な居住環境の維持、創出に向けて、幹線・生活道路の整備・改良や公園・緑地等のオープンス

ペースの整備、上下水道の整備等を計画的に推進します。 

・道路ネットワークやオープンスペースが充分でない地区や木造住宅が密集する地区など、都市基盤

整備が不十分な地区においては、地域住民の意向や地区の状況を踏まえながら、土地区画整理事業

や地区計画などの手法を用いて、建物のセットバックや道路・公園等の基盤施設の整備による居住

環境の改善・向上に努めます。 

・空き家や空き店舗などの低未利用地の活用を推進するとともに、バリアフリーやユニバーサルデザ

イン等に配慮した誰もが利用しやすい市街地形成を推進します 

・良好な居住環境の維持、創出に向けて、地域の特性や将来の土地利用方針を踏まえ、必要に応じて

用途地域の見直しや地区計画等の活用について検討します。 

活用可能な 
国の支援例 

都市構造再編集中支援事業、市街地開発事業、都市公園ストック再編事業 等 

 

（２）健やかに暮らせる住環境の整備 
・集合住宅や子育て、高齢者福祉施設の整備など居住環境の向上を図り、まちなか居住を促進します。 

・医療、介護、生活支援・介護予防、住まいが包括的に提供される地域包括ケアシステムの構築・強

化を図ります。 

・少子高齢化に対応するため、医療・保健・福祉機能の充実はもとより学校教育施設の配置見直し、

交通安全対策、バリアフリー化、防犯対策などの充実を図り、子どもから高齢者までが安心して暮

らせるまちを目指します。 

活用可能な 
国の支援例 

住宅市街地総合整備事業、地域居住機能再生推進事業 等 

 

（３）移住・定住の促進 
・居住誘導区域内への居住の誘導を促進するため、居住誘導区域内において新築・建替えを行う場合

における建築費用等に対する補助制度について検討します。 

・移住者や子育て世帯を対象とした住宅の取得・改修に対する支援を検討し、移住・定住の促進を図

ります。 

・高齢者世帯に対するリフォーム支援や三世代同居に対するリフォーム支援を周知し、まちなか居住

の促進を図ります。 

・空家・空地を利活用した民間住宅の整備促進を図ります。また、お試し居住滞在施設の実証実験や、

市街地の PR、市内・市外からの移住・定住者の支援等を強化します 

・本市が有する既存の移住・定住施策については、居住誘導区域や都市機能誘導区域と連動した要件

の見直しを検討します。 
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活用可能な 
国の支援例 

公営住宅整備事業、住宅市街地総合整備事業、地域居住機能再生推進事業 等 

活用可能な 
市の支援例 

佐伯市移住応援給付事業、佐伯市空き家利活用促進事業、空き家バンク事業、佐伯

市お試し滞在補助、高齢者世帯リフォーム支援事業、佐伯市三世代同居リフォーム

支援事業 等 

 

（４）災害リスクの残存するエリアにおける防災性の向上 
・居住誘導区域内に残る災害リスクの高い場所においては防災指針に基づく防災対策を講じることで、

誰もが安全で安心して住み続けられる市街地環境を創出します。 

活用可能な 
国の支援例 

宅地耐震化推進事業、防災・省エネまちづくり緊急促進事業、 

防災集団移転促進事業、都市防災総合推進事業、防災街区整備事業 等 

※各支援事業については区域要件等がありますので、詳細は「国土交通省 コンパクトシティの形成

に関連する支援施策集」をご確認ください。 

 

【国の支援制度例】都市構造再編集中支援事業 
都市再生整備計画に位置付けられた事業のうち立地適正化計画に基づく事業に対して総合的・集中

的な支援を行う個別支援制度「都市構造再編集中支援事業」を創設されています。施行地区は、都市

機能誘導区域及び居住誘導区域であり、都市機能や居住環境の向上に資する公共公益施設の誘導・整

備、防災力強化、災害からの復興、居住の誘導の取組み等に対して支援を受けることが可能です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

出典：国土交通省ホームページ 
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３．都市機能誘導区域内に誘導施設の立地を誘導するために講ずる施策 
都市機能誘導区域では、都市の骨格構造に位置づけた拠点形成に必要とされる都市機能の維持・誘

導を図るため、以下のような施策に取組みます。 

 

（１）拠点地区における都市再生 
・大手前・市役所周辺及び JR 佐伯駅・港周辺においては佐伯市市街地グランドデザインと連携し、

市街地としての再生を図るため、都市構造再編集中支援事業などの市街地再生に向けた事業の導入

を検討します。 

・鶴岡西町周辺では郊外型大規模店舗や病院などの立地を活かした商業・サービス施設の立地や整備

促進を図り、市民の生活利便を支える拠点の活性化を図ります。 

・都市機能誘導区域内においては、民間施設の立地条件を向上させるため、都市計画法や建築基準法

などの法的制限の緩和を検討します。 

活用可能な 
国の支援例 

都市構造再編集中支援事業、市街地再開発事業、都市再生区画整理事業 等 

 

（２）都市機能の維持・集積 
・｢佐伯市市街地グランドデザイン｣に基づく都市機能の充実を図り、市民が活躍できる市街地となる

よう、魅力向上や更なる活性化に向けて取組みを図ります。 

・都市機能の維持・充実を図るため、民間の活力の活用を検討します。また、民間事業者による誘導

施設の整備について、国の支援制度等の周知を図るとともに活用に対する支援を検討します。 

・教育文化施設や福祉施設等については、少子高齢化等の社会情勢や地域の特性を考慮し、「佐伯市公

共施設等総合管理計画」等に基づき、規模や配置の適正化を進めながら施設の長寿命化や耐震改修、

有効利用などを図ります。 

・都市機能が立地しやすい環境とするため、必要に応じて誘導区域と連動した用途地域等の見直しを

検討します。 

活用可能な 
国の支援例 

都市構造再編集中支援事業、集約都市形成支援事業 等 

 

（３）駅や主要なバス停等の交通結節機能の強化 
・大手前・市役所周辺、JR 佐伯駅・港周辺、鶴岡西町周辺等の市街地の拠点については多様な交通手段

による来訪を可能とするため、佐伯市地域公共交通計画と連携し交通結節機能の強化を図ります。 

・JR 佐伯駅周辺についてはバリアフリー化や複数の交通手段の乗り換え等に配慮した駅前広場の機能充

実を図るとともに、駅前ロータリーや周辺の道路整備などによる交通拠点性の強化を図ります。 

・鶴岡西町周辺地区については、公共交通での利便性向上を図るため、ＪＲ上岡駅と連携した交通結

節拠点のあり方を検討します。 
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（４）既存ストックの有効活用 
・市街地の賑わいを形成するため、民間事業者と連携して誘導区域内の空家・空地を活用した再整備

を支援するとともに、様々な飲食店の誘導、来訪者を集めるイベントの開催を推進します。 

・誘導区域内に点在する空き家や空き地、空き店舗等や遊休化した公有地の有効活用を図り、都市空

間の魅力を高めます。 

活用可能な 
国の支援例 

都市構造再編集中支援事業、立地誘導促進施設協定（コモンズ協定）、 

低未利用土地権利設定等促進計画 等 

 

（５）歩きたくなる市街地環境の整備 
・大手前を拠点として山際通り、仲町周辺、船頭町周辺を通る 8 の字回遊動線を形成するため、回遊

動線のバリアフリー化、サイン整備、駐車場の適正配置を図ります。 

・佐伯市景観計画による歴史的景観の保全、活用を図るとともに、城下町の町割りに関する案内看板

等を設置するなど、広がりをもった回遊の形成を図ります。 

・三余館の再整備にあわせ大手前交差点の更なるスムーズな歩行空間を形成し、大手前交差点周辺の

広場配置と利活用を図ります。 

・公共駐車場の整備や公共施設駐車場の休日開放、民間駐車場の設置誘導を進めます。 

活用可能な 
国の支援例 

まちなかウォーカブル推進事業、まちなか公共空間等活用支援事業 等 

※各支援事業については区域要件等がありますので、詳細は、国の支援については「国土交通省 コン

パクトシティの形成に関連する支援施策集」をご確認ください。 

 

【国の支援制度例】まちなかウォーカブル推進事業 
まちなかウォーカブル推進事業は、まちなかの歩いて移動できる範囲において、まちなかでの滞在

の快適性の向上を図るため、市や民間事業者等が実施する、道路・公園・広場等の整備や修復・利活

用、滞在環境の向上に資する取組みを重点的・一体的に支援し、「居心地が良く歩きたくなる」まちな

かづくりを推進する事業です。 

《対象事業》 

以下の事業を官民連携で行う

場合に、交付金や補助金の対象

となります。 

・道路、公園、地域生活基盤施

設（緑地、広場、地域防災施

設等）、高質空間形成施設（歩

行支援施設等）、既存建造物

活用事業、滞在環境整備事業、

エリア価値向上整備事業、計

画策定支援事業※ 等  出典：国土交通省資料「まちなかウォーカブル推進事業について」より抜粋 
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４．公共交通ネットワーク形成の施策 
立地適正化計画区域においては、公共交通ネットワークを形成するため、「佐伯市地域公共交通計

画」と連携し、以下のような施策に取組みます。 

 

（１）公共交通ネットワークの強化と利便性向上 
・市民の利用ニーズに合った鉄道、航路、コミュニティバス等の運行を促進し維持存続を図るととも

に、地域の状況に応じた多様な交通手段の組み合わせを検討し、市街地内の各拠点や地域生活拠点

を結ぶ効果的かつ効率的な公共交通網の構築を推進します。 

・市街地循環バスや自動運転サービスの導入については、実験運行等を用いた検討を行います。 

・コミュニティバス及びデマンドバスについては、交通不便地域におけるモビリティ（移動性）を確

保する路線の維持に努めるとともに、利便性の確保に取組みます。 

・居住機能誘導区域内の主要なバス停については、現行サービス水準の維持・確保のための環境整備

を検討します。 

 

（２）交通利便性の向上と利用促進 
・路線バス、コミュニティバス、タクシー、航路等の市内を運行する地域公共交通サービスについて

は乗継利用を円滑化するための手法を検討するとともに、将来的なゾーン制運賃の最適化を必要に

応じて検討します。 

・交通不便地域における交通対策に向け、ＩＣＴを活用したオンデマンド型の運行システムへの導入

を検討します。 

・自家用車から公共交通利用、自動車運転免許証自主返納への行動変容を促すため、自家用車を運転

する高齢者を対象として、健康づくり施策と連携したモビリティ・マネジメントを実施します。 

・主に教育機関が運行するスクールバスについては、公共交通と輸送資源の統合を検討します。 

活用可能な 
国の支援例 

都市構造再編集中支援事業、都市・地域交通戦略推進事業、 

新モビリティサービス推進事業 

※各支援事業については区域要件等がありますので、詳細は、「国土交通省 コンパクトシティの形成

に関連する支援施策集」をご確認ください。 

【国の支援制度例】都市・地域交通戦略推進事業 
人口減少、少子高齢化への対応や、集

約型都市構造への再編に向けたまちづ

くりの取組みとして、多様な交通モード

の連携による持続可能なコンパクトな

まちづくりへの展開を図る事業です。 

地域生活拠点で実施する事業及び地

域生活拠点と都市機能誘導区域を結ぶ

公共交通に係る事業については、補助率

がかさ上げされます。 
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５．居住誘導区域外及び都市計画区域外における施策 
本計画の誘導区域外の区域及び都市計画区域外においても、都市計画マスタープランや関連計画等

に基づく取組みを推進し、市全体で持続可能なまちづくりに取組みます。 

 

（１）居住誘導区域外における施策 

①居住誘導区域外の用途地域における土地利用施策 
・居住誘導区域外の用途地域においては、将来的な市街地の縮退を踏まえ、ダウンゾーニングを前提

とした用途地域の見直しを検討します。 

・ただし、用途地域の指定解除については、用途白地地域での規制を行わなければ逆効果となってし

まうため、用途白地地域の対策と同時に検討を行います。 

②用途無指定地域における土地利用施策 
・佐伯インターチェンジ周辺は、住環境の保護を図るため、用途地域の指定などを検討し、無秩序な

開発や環境にそぐわない用途の建築を抑制します。 

・用途地域の指定のない地域において生活環境を悪化させる施設等の立地を抑制する必要がある場合

には、良好な環境の形成又は保全を図るため、特定用途制限地域の指定の検討を行います。 

 

【国の支援制度例】都市構造再編集中支援事業（基幹事業：居住誘導促進事業） 
居住誘導促進事業は、居住誘導区域外等から同一市町村内の居住誘導区域へ移転する者に対して補

助する事業に要する費用等を支援するものであり、都市構造再編集中支援事業の基幹事業として新た

に位置づけられています。 

本事業は、居住誘導区域面積が用途地域の面積の１/２以下の市町村における、居住誘導区域外の

区域や防災指針に即した災害リスクの高い地域であって居住誘導区域外の区域等に対して、元地の土

地や既存ストックの適正管理、住宅移転支援を行うことができます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

出典：国土交通省資料（都市行政の最近の話題／令和 5 年 5 月 9 日） 
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（２）都市計画区域外における施策 

①地域生活拠点における地域管理構想の検討 
・地域生活拠点においては、日常生活に必要な生活機能や農林業関連施設等の集約、都市基盤等の維

持に向けて、地域生活拠点及びその周辺の居住者等とともに、生活と一体である土地利用・管理を

一体的に話し合い、将来の土地利用の方向性や管理構想を示す地域管理構想の作成を検討します。 

 

【参考】地域管理構想の概要 
地域管理構想とは、人口や土地の管理状況等についての現状把握・将来予測を行い、目指すべき将

来像と土地の管理のあり方を示すとともに、これを地図上に見える化したものです。記載事項は、「土

地の管理のあり方」と、それを地図に見える化した「管理構想図」、管理のあり方の実現に向けた方策

等を示す「管理に関する措置や取組」の３つについて記載することとされています。 

都市計画区域外かつ都市機能誘導区域から公共交通で概ね 30 分の地域生活拠点が立地適正化計画

に位置づけられた場合は、地域管理構想に

おいて、地域生活拠点を明示的に位置づけ

た場合に、都市構造再編集中支援事業によ

る支援を受けることが可能となります。 

また、都市・地域交通戦略推進事業にお

いては、地域生活拠点に位置づけられた地

区で実施する事業及び地域生活拠点に位置

づけられた地区と都市機能誘導区域を結ぶ

公共交通に係る事業について、補助率のか

さ上げを受けることが可能となります。 

 

 

②「小さな拠点」づくりの検討 
・地域生活拠点については、日常生活に必要な生活機能や農林業関連施設等の集約、都市基盤等の維

持に向けて国の地域再生計画、地方創生推進交付金などを活用し、地域住民が、自治体や事業者、

各種団体と協力・役割分担をしながら、各種生活支援機能を集約・確保したり、地域の資源を活用

したりすることで、しごと・収入を確保するなど「小さな拠点」づくりを検討します。 

 

③地域生活拠点と都市機能誘導区域を繋ぐ公共交通網の維持・改善 
・地域生活拠点と都市機能誘導区域を繋ぐ公共交通については、運行水準の適正化やダイヤ改正等を

定期的に実施することにより、路線の維持改善を図ります。 

  

出典：国土交通省資料（都市行政の最近の話題／令和 5 年 5 月 9 日） 
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６．届出制度の運用 
都市再生特別措置法に基づく届出制度は、佐伯都市計画区域が対象となります。 

 

（１）居住誘導区域外での建築等の届出等 
居住誘導区域外の区域において、一定規模以上の住宅開発を行うとする場合にはこれらの行為に着

手する日の 30 日前までに、行為の種類や場所などについて、市長への届出が必要となります。（都市

再生特別措置法第 88 条第 1 項） 

届出の対象となる行為は、次のとおりです。 

【開発行為】 

・3 戸以上の住宅の建築目的の開発行為 

・1 戸又は 2 戸の住宅の建築目的の開発行為で、その規模が 1,000 ㎡以上のもの 

【建築等行為】 

・3 戸以上の住宅を新築しようとする場合 

・建築物を改築し、又は建築物の用途を変更して 3 戸以上の住宅とする場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：国土交通省資料 

 
市長は、届出があった場合において当該届出に係る行為が居住誘導区域内における住宅等の立地の

誘導を図る上で支障があると認めるときは、当該届出をした者に対して、当該届出に係る事項に関し、

住宅等の立地を適正なものとするために必要な勧告をすることができます。（都市再生特別措置法第

88 条第 3 項） 

市長は、勧告をした場合において必要があると認めるときは、その勧告を受けた者に対し、居住誘

導区域内の土地の取得についてのあっせんその他の必要な措置を講ずるよう努めなければなりませ

ん。（都市再生特別措置法第 88 条第 4 項） 
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（２）都市機能誘導区域外での建築等の届出等 
都市機能誘導区域外の区域において誘導施設の整備を行おうとする場合には、これらの行為に着手

する日の 30 日前までに行為の種類や場所などについて市長への届出が必要となります。（都市再生

特別措置法第 108 条第 3 項） 

届出の対象となる行為は、次のとおりです。 

【開発行為】 

・誘導施設を有する建築物の建築目的の開発行為を行おうとする場合 

【開発行為以外】 

・誘導施設を有する建築物を新築しようとする場合 

・建築物を改築し、誘導施設を有する建築物とする場合 

・建築物の用途を変更し、誘導施設を有する建築物とする場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：国土交通省資料 

 
市長は、届出があった場合において当該届出に係る行為が都市機能誘導区域内における誘導施設の

立地の誘導を図る上で支障があると認めるときは、当該届出をした者に対して当該届出に係る事項に

関し誘導施設の立地を適正なものとするために必要な勧告をすることができます。（都市再生特別措

置法第 108 条第 3 項） 

市長は、勧告をした場合において必要があると認めるときは、その勧告を受けた者に対し当該誘導

施設に係る都市機能誘導区域内の土地の取得についてのあっせんその他の必要な措置を講ずるよう

努めなければなりません。（都市再生特別措置法第 108 条第 4 項） 

 

（３）誘導施設の休廃止に係る事前届出 
都市機能誘導区域内において当該都市機能誘導区域に係る誘導施設を休止または廃止しようとす

る場合には、これらの行為に着手する日の 30 日前までに、市長への届出が必要となります。（都市再

生特別措置法第 108 条の 2 第 1 項） 

 
 

※左図のように、都市機能誘導区域内

に整備する場合であっても、その区

域に設定された誘導施設でなく、か

つ、別の都市機能誘導区域に設定さ

れた誘導施設である施設を整備する

場合は、届出が必要となります。 
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第９章 目標値及び施策の達成状況に関する評価方法 
１．目標値設定の考え方 

本計画に定めるまちづくりの方針の実現に向けて施策による誘導効果等を把握し、本計画や本計画

に基づく誘導施策を見直しながら、長期的な観点から施策展開を図ることが重要です。 

上記を踏まえ、立地適正化計画の達成度を測る指標を以下のように設定します。 

 

（１）誘導方針１：拠点性の強化による便利な生活環境の形成 

誘導方針 誘導方針と評価指標の関係 

各種サービスの効率的な提供と

維持 

指標：誘導施設の立地種類数 

都市機能誘導区域における誘導施設の立地種類を把握すること

により各種サービスが効率的に提供できているかを評価する。 

一定の人口密度の維持による各

種生活サービス施設等の都市機

能の持続性の確保 

指標：居住誘導区域内人口密度 

居住誘導区域内における人口密度を把握することにより、都市機

能を支える人口が集積しているか、良好な居住地が形成されてい

るかを評価する。 都市基盤の整備による良好な居

住地形成 

 
 

指標 定義 基準値 中間値 目標値 

誘導施設の 

立地種類数 

都市機能誘導区域内に立地し

ている誘導施設（生活サービ

ス機能）の種類数 

７種類※1 

（R４） 

維持 

（R15） 

維持 

（R25） 

居住誘導区域

内人口密度 

居住誘導区域全体の人口密度 39.7 人/ha 

（R2） 

33.8 人/ha 

（R15） 

29.2 人/ha※2 

（R25） 

※１：誘導施設に設定した都市機能の充足状況を維持するため、誘導施設の種類数を評価 

（７種類：①商業、②医療、③福祉、④子育て、⑤金融、⑥文化、⑦行政） 

※２：居住誘導区域内の人口密度は、令和 27 年には 27.2 人/ha まで減少する見込みであるが、

居住誘導区域内への居住の誘導により、令和２年時点の用途地域内の人口密度 29.2 人/ha

（工業専用地域を除く）を維持することを目標値として設定（居住誘導区域外から約 1,050

人の誘導） 
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（２）誘導方針２：連携性の強化による利用しやすい公共交通ネットワークの形成 

誘導方針 誘導方針と評価指標の関係 

利用しやすい公共交通ネットワ

ークの形成 

指標：公共交通の徒歩圏人口カバー率 

居住誘導区域内では一部エリアにおいて公共交通カバー圏域に

入っていないことから、公共交通カバー率を把握することによ

り、公共交通の利便性が向上しているかを評価する。 

公共交通利用者の維持 指標：公共交通利用者数（コミュニティ交通） 

公共交通（コミュニテイバス）の利用者数を把握することにより、

自家用車から公共交通への転換が進んでいるかを評価する。 

重要な道路の機能強化 指標：都市計画道路の整備率 

都市計画道路の整備率を把握することにより、都市構造上、重要

な道路機能強化が進んでいるかを評価する。 

快適に外出できる歩行者・自転

車ネットワークの形成 

指標：歩行者通行量 

中心市街地の歩行者通行量を把握することにより、まちなかを歩

いて外出する住民が増加しているかを評価する。 

 
 

指標 定義 基準値 中間値 目標値 

公共交通の徒

歩圏人口カバ

ー率 

鉄道駅及びバス停からの徒歩

圏域における人口の居住誘導

区域内人口に対する割合 

66.4％ 

（R2） 

80.0％ 

（R15） 

維持※3 

（R25） 

公共交通利用

者数（コミュ

ニティ交通） 

公共交通（コミュニテイバス）

の利用者数 

154,768 人 

（R3） 

154,768 人 

（R9） 

佐伯市地域公共

交通計画の目標

値に準じる※4 

（R25） 

重要な道路の

機能強化 

都市計画道路の整備率 65.3％ 

（R3） 

66.3％ 

（R15） 

71.8％※5 

（R25） 

歩行者通行量 都市機能誘導区域や居住誘導

区域となる中心市街地におけ

る歩行者通行量 

2,686 人/日 

（R3） 

3,100 人/日

（R9） 

佐伯市総合計画の

目標値に準じる※6 

（R25） 

※３：令和 2 年時点の公共交通の徒歩圏カバー率は 66.4％であり、一部居住の集積するエリアに

おいてカバーができていないことから、居住誘導区域内においては基本的に公共交通でカバ

ーすることとして目標値を設定 

※４：佐伯市地域公共交通計画では、令和 9 年度末において公共交通利用者数を維持することとし

ており、目標値は、佐伯市地域公共交通計画における目標値の見直しと連動して見直しを行

う。 

※５：第２次佐伯市都市計画マスタープランにおける道路交通形成の方針を考慮して設定 

※６：佐伯市総合計画後期基本計画の目標値との整合を考慮して中間値を設定し、目標値は、佐伯

市総合計画における目標値の見直しと連動して見直しを行う。  
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（３）誘導方針３：安全性の強化による強靭な居住地の形成 

誘導方針 誘導方針と評価指標の関係 

防災・減災・事前防災対策を講

じることによる強靱な市街地の

形成 

指標：自主防災組織の結成割合 

都市計画区域内の自主防災組織の組織状況を把握することによ

り、市民が安心を感じながら暮らせているかを評価する。 

安全な場所への居住の誘導を図

るなどの居住の抑制 

防災意識の向上と避難体制の整

備 

指標：地域避難訓練の参加率 

地域における避難訓練の参加状況を把握することにより、災害が

発生したとしても、自主的な避難や地域での協力により、人命が

守られる都市構造が構築されているかを評価する。 

 

 

指標 定義 基準値 中間値 目標値 

自主防災組織

の結成率 

都市計画区域内の組織結成行

政区数の全行政区数に対する

割合 

82.6％ 

（R4） 

91.6％※7 

（R15） 

維持・向上 

（R25） 

地域避難訓練

の参加者率 

地域避難訓練の参加率 14.8％ 

（R3） 

20.0％ 

（R9） 

33.9％※8 

（R25） 

※７：本市全域における組織結成行政区数の全行政区数に対する割合が令和４年度末時点で

91.6％であることから、中間値は本市全域の割合を目指す目標として設定し、目標値は組織

結成行政区数の維持や更なる向上に向けた目標として設定 

※８：佐伯市総合計画後期基本計画では、令和 9 年度末までに 20.0％まで地域避難訓練の参加者

率を向上させることとしており、本計画における令和 25 年度の目標値は、令和３年度から

令和９年度までの伸び率により 33.9％まで向上することを目標として設定 
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２．計画の推進に向けて 

（１）協働のまちづくりの推進 

本立地適正化計画は市民・事業者・行政等が役割を責任を認識しつつ、互いに協力しながら推進す

ることが重要です。そのため、各分野の行政機関や庁内連携を強化するとともに、市民と行政、事業

者と行政など、多様な主体の連携により展開していきます。 

 

（２）立地適正化計画の進行管理 

今後のまちづくりは各種の制度や事業を活用しながら進めていくこととなりますが、本計画の進捗

状況を定期的に評価、検証し、庁内関係各課や関係機関と連携・調整を行う、計画立案（Ｐｌａｎ）

→実行（Ｄｏ）→点検（Ｃｈｅｃｋ）→改善（Ａｃｔｉｏｎ）という継続的なサイクル（ＰＤＣＡサ

イクル）により、計画的かつ適切な管理を行っていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）継続的な進捗管理手法 

本計画を着実に実行していくためには定期的に進捗管理を行い、その内容に基づく取組の再検討が

必要であるため、本市では３つの進捗確認を行います。 

 
①毎年の進捗確認 

毎年の進捗確認においては各種誘導施策の実施状況を確認し、施策の進行上、問題が生じるなどの

状況が生じた場合には、必要に応じて誘導施策の見直し検討を行います。 

 
②５年ごとの進捗確認 

5 年ごとの進捗確認においては設定した目標指標の達成状況を把握するため、国勢調査や都市計画

基礎調査等による分析を実施し、中間的な検証を行います。 

中間的な検証段階において目標指標の算出値が目標水準を大きく下回る場合などにおいては、その

原因を分析し、必要に応じて改善のための施策を講じます。 

 
③計画見直しの進捗確認（概ね１０年ごと） 

計画見直しの進捗確認においては、５年ごとの進捗確認と同様に目標値や誘導施策の進捗状況、今

Plan：計画の立案 
・立地適正化計画の策定・変更 

Check：評価・検証 
・目標指標の達成状況の検証 

・未達成目標の要因分析 

Do：施策の実施 
・本計画に掲げる施策の推進 

Action：必要な改善策の実施 
・各種施策内容の見直しや改善 
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後の課題、誘導施策の実施における今後の方向性を関係各課で整理します。加えて、都市計画基礎調

査や国勢調査等を活用した市の現況分析、アンケート調査等による市民意向把握を行い、計画の達成

状況や乖離状況を把握します。この結果を踏まえて、必要に応じて本計画の見直しを行います。 

また、国や県をはじめとする各種の上位計画の改訂や新たな法制度の制定などにより今後のまちづ

くりの方針に大きな変更が生じた場合には、住民の意向を踏まえて本計画の見直しを検討します。 
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